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LLP（有限責任事業組合： ship）は、artnership）d Liability PartneLimited
事業を行うことができる共同事業をながら共同参加する組合員が個性や能力を発揮しな

れました。されましさ設組織形態として、2005年8月1日に創設
連携、専門技能を持つ人材による連携な連よる連間による連同・異業種間や大・中・小規模企業間に
が可能です。を行うことが事業を行ど、さまざまな形態での共同事業
の特性を活かすことによって、献活動など、LLPの貢献活動また、地域活性や社会的貢献
る可能性が広がり、がら活動や事業を進めるみながら地域の独自性を育みなが

しい展開が期待されます。た新しい今までとは違った新

～ LLPは、共同事業を行うための事業体です～

●● 組合員は全員、何らかの業務執行（役割）を行うこととなります。組合員は全員 何らかの業務執行（役割）を行うこととなります組合員は全員、何らかの業務執行（役割）を行うこととなります。
このため、出資のみで業務執行を行わない者は組合員になることはこのため 出資のみで業務執行を行わない者は組合員になることはこのため、出資のみで業務執行を行わない者は組合員になることは
できません。できませんできません。

▶共同事業性

● ●● 2人以上で設立が可能です。2人以上で設立が可能です2人以上で設立が可能です。
● ●● 出資金額の下限はありません。1円以上であれば、いくらでも可能です。出資金額の下限はありません 1円以上であれば いくらでも可能です出資金額の下限はありません。1円以上であれば、いくらでも可能です。
● ●●出資は動産・不動産・有価証券などの現物出資も可能です。出資は動産不動産有価証券などの現物出資も可能です出資は動産不動産有価証券などの現物出資も可能です。
　ただし、労務出資はできません。ただし 労務出資はできません　ただし、労務出資はできません。
● ●設立に関する行政の許認可や定款認証の手続きはありません。設立に関する行政の許認可や定款認証の手続きはありません設 関 行政 許認可 定款認証 手続
ただし、組合の登記は必要です。ただし 組合の登記は必要です
（登記費用は登録免許税6万円。設立まで概ね10日程度が必要になります。）（登記費 は登録免許税 設立ま 概ね 程度が必要になります ）（登記費用は登録免許税6万円 設立まで概ね10日程度が必要になります ）

▶設立が簡便

● ●●●自由な事業を行うことが可能です。自由な事業を行う とが 能 す自由な事業を行うことが可能です
ただし、宝くじ等の投機的行為や弁護士などが行う一定の業務はできません。ただし 宝くじ等の投機的行為や弁護士などが行う 定の業務はできませんただし 宝くじ等の投機的行為や弁護士などが行う 定の業務はできません。　

● ●●●営利目的の組織です。事業で得られた利益は組合員全員に分配されます。営利目的の組織です 事業で得られた利益は組合員全員に分配されます営利目的の組織です。事業で得られた利益は組合員全員に分配されます。

▶自由な事業活動が可能

● ●● ●●●組合員は、個人または法人であれば可能です。組合員は 個人または法人であれば可能です組合員は、個人または法人であれば可能です。
ただし、任意団体などの法人格のない組織は組合員になれません。ただし 任意団体などの法人格のない組織は組合員になれませんただし、任意団体などの法人格のない組織は組合員になれません。

● ●外国人や外国法人も組合員になれます。外国人や外国法人も組合員になれます外国人や外国法人も組合員になれます。
● ● LLPは組合員の個性や能力が重視される組織です。気のあった仲間やLLPは組合員の個性や能力が重視される組織です 気のあった仲間組合員 個性や能力 視 組織 す 気 た仲間間や
特定のスキルをもった人が連携して行う活動にも適しています。特定のスキルをもった人が連携して行う活動にも適しています

▶多様な連携が可能

● ● LLPは法人格のない組合組織です。LLPは法人格のない組合組織ですLLPは法人格のない組合組織です。
ただし、各種の組合としての契約は、組合員の肩書き付ただし、各種の組合としての契約は、組合員の肩書きただし 各種の組合としての契約は 組合員の肩書き付き付き名義で
締結することができます。その契約の効果は全組合締結することができます その契約の効果は全組締結 契約 効果 組組合員に及びます。

● ●肩書き付き名義により、従業員の雇用や銀行口肩書き付き名義により 従業員の雇用や銀行口行口座の開設、金融機関から
融資を受けることも可能です。融資を受ける とも可能 す融資を受けることも可能です

● ● LLPの財産は、組合員全員の合有財産LLPの財産は 組合員全員の合有財産LLPの財産は 組合員全員の合有財産財産として所有します。

▶組合組織

● ●組合契約（有限責任事業（組合契約（有限責任事任事業組合契約）の登記のほか、主たる事務所における
財務諸表（10年間財務諸表（ 0年間財務諸表（10年0年間）、契約書の備え置きなどが義務付けられています。

▶債権者の保護

～～ 事業を行LLPは、共同事業は、共同事LLPは、共同事LLPは 共同事LLPは 共同事業LLPは 共同事業
LLP

業体です行うための事業業を行

はどんな組織？

共同で営利を
目的とする事業を
営むための

組合組織であり、
3つの特徴
があります

1
有限責任

組合員は

出資額の範囲までしか

組合の債権者に対して

責任を負いません。

2
経営の柔軟性

● 組合員間の損益の分配や権限の配分は、

組合員の貢献やノウハウ・知的財産などを勘定して、

出資金額の比率とは異なる分配割合を

決めることができます。
● 組合の所有と経営が一致するため、

取締役会や監査役のような経営者に

対する監視機関の設置が強制されず、

柔軟な運営が可能となります。

3
構成員課税

LLPで生じた損益は、

LLP自体には課税されず、

利益の分配を受けた

組合員においてのみ

課税されます。

制度概要編01
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L i m i t e d   L i a b i l i t y   P a r t n e r s h i p

青森県
（30）

北海道
（260）

秋田県
（46）

岩手県
（31）

山形県
（45）

宮城県
（128）

石川県
（55）

新潟県
（57）

福島県
（87）

福井県
（36）

富山県
（43）

長野県
（100）

群馬県
（98）

栃木県 茨城県
（50） （75）

島根県
（34）

鳥取県
（28）

兵庫県
（206）

京都府
（150）

滋賀県
（63）

岐阜県
（56）

山梨県
（110）

埼玉県
（228）

千葉県
（237）

山口県
（44）

広島県
（121）

岡山県
（59）

大阪府
（541）

奈良県
（48）

愛知県
（250）

静岡県
（129）

神奈川県
（392）

東京都
（2,821）

佐賀県
（20）

福岡県
（242）

和歌山県
（25）

三重県
（53）

長崎県
（60）

大分県
（22）

愛媛県
（41）

香川県
（32）

熊本県
（64）

宮崎県
（31）

高知県
（29）

徳島県
（35）

鹿児島県
（46）

沖縄県
（120）

●総数　7,478組合

100組合以上登記された都道府県
•東京都……………………2,821
•大阪府………………………541
•神奈川県……………………392
•北海道………………………260
•愛知県………………………250
•福岡県………………………242
•千葉県………………………237
•埼玉県………………………228
•兵庫県………………………206
•京都府………………………150

•静岡県………………………129
•宮城県………………………128
•広島県………………………121
•沖縄県………………………120
•山梨県………………………110
•長野県………………………100

※登記事項証明書等の取得により効力発生登記情報を収集し算出した。
0 500 1,000 1,500 2,000 2,500

15 年以上

10年以上
15年未満

5年以上
10年未満

1年以上
5年未満

1年未満

2,040

1,713

1,863

1,660

192

●総数　7,468組合

（組合数）

※組合の存続期間が明示されておらず存続年数が
不明な組合が10件確認されたが、除外して算出
している。
※登記事項証明書等の取得により効力発生登記情報
を収集し算出した。

2名…3,327組合

44.6%

20名～…104組合

1.4%

10名～19名…288組合

3.9%

3名～5名…2,936組合

39.4%

6名～9名…799組合

10.7%

●総数　7,454組合
※組合員数 1名の組合が 24件確認されたが、除外
して算出している。
※登記事項証明書等の取得により効力発生登記情報
を収集し算出した。

金融業,保険業…469組合　6.3%
卸売業，小売業…860組合　11.5%

情報通信業…1,086組合　14.5%

複合サービス事業…15組合　0.2%
鉱業,採石業,砂利採取業…8組合　0.1%

サービス業（他に分類されないもの）…519組合　6.9%

サービス業…2,458組合　32.9%
学術研究,専門・技術

製造業…432組合　5.8%

不動産業,物品賃貸業…304組合　4.1%
生活関連サービス業,娯楽業…279組合　3.7%

建設業…187組合　2.5%

農業,林業…175組合　2.3%

宿泊業,飲食サービス業…175組合　2.3%
教育,学習支援業…140組合　1.9%

医療,福祉…106組合　1.4%
運輸業,郵便業…60組合　0.8%

漁業…30組合　0.4%

電気・ガス・熱供給・水道業…175組合　2.3%

●総数　7,478組合 ※業種は日本標準産業分類による。
※登記事項証明書等の取得により効力発生登記情報を収集し算出した。

制度概要編

LLPの設立状況 （2017年12月末時点）

▶LLP登記数推移

▶組合員数別組合数
▶都道府県別登記件数

▶業種別組合数

▶存続期間別組合数

総数7,593組合
（延登記組合数）
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（登記組合数）

※組合契約の効力発生年月。 
※平成17年から平成28年までのデータは法務省の登記統計より算出し、平成29年のデータは登記事項証明書等の取得により効力発生登記情報を収集し算出した。



スイミー有限責任事業組合

テレビやラジオで活躍する「ことばのプロ」であるフリー

アナウンサー達が、社会貢献と自己表現の場を求めて

集結。現代人が忘れかけている美しいことばの文化を

次世代に届けるため幅広く活躍中。

p7-8

01

有限責任事業組合H.D.Sウェーヴ

『ヘルス・ダイエット・サポート～食生活をとおして、健康

づくりをおてつだいする～』をコンセプトにフリーの管

理栄養士10名で設立。食育事業やメタボ対策など地域

の予防医療に貢献。

p13-14

04

NTT－グリーン有限責任事業組合

NTTグループがこれまで取り組んできた環境保護活動

の推進組織。太陽光発電を中心とした自然エネルギー

発電システムをグループ会社内に多数設置することで

CO2の排出削減を目指す。

p9-10

02

個人や中小制作会社のアニメクリエイターを発掘、支援

するプロジェクト。貢献に応じてクリエイターに利益分

配する画期的なスキームで日本のコンテンツ産業の成

長促進と革命を図る。

p11-12

03 uki Partners 有限責任事業組合
（有限会社アニメイノベーション）

HMB有限責任事業組合

土木、センサー技術の専門家である法人、個人が連携。

老朽化が進む全国の橋梁の安全性向上を、無線センサ

ーを活用した点検・診断システムにより、短納期・低コス

トでの実現を図る。

p15-16

05

延岡精密機器設計製作有限責任事業組合

設備用精密機器の設計から加工、製作、組立、メンテナ

ンスまでワンストップサービスとして提供できる組織が

地元鉄工団地から誕生。競争力の強化により、地場企業

としての生き残りをかける。

p17-18

06

アベニールポルテ有限責任事業組合

趣味を仕事へ活かしたい、将来お店を持ちたい女性に

対し、実践する機会を提供。女性だからこそ解る視点か

ら、夢を持った女性達の未来の扉を開くお手伝いを実

施中。

p19-20

07

活 用 事 例
LLPの
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事例編01

グループの運営方法をブラッシュ
アップした結果、LLPに行き着いた
任意グループ時代より企業からの研修依頼が

度々あったが、個人としてではなく、組織との

委託契約を希望していた。こうしたことから

2003年、人格なき社団として活動を開始する

こととなった。しかし、しばらくして運営上の不

都合も多いことに気がつく。特に団体として納

税後、さらに個人としても確定申告を行う必要

があり、本業を抱える状況のなか、会計や税務

の手続きは負担も多かった。

このような課題を抱えるなかで、長谷川氏が以

前担当していたラジオ番組「牟田悌三・税金相

談」の関係者の方のアドバイスでLLPという

組織があることを知った。

LLPを最終的に選択したポイントは人格なき

社団時代の課題が解決できる点にある。構成

員課税により法人、個人それぞれで税務面で

の実務作業を行う手間も省くことができた。そ

してもっとも重要なポイントは、組合員の貢献

度によって損益の分配を決定できるという内

部自治の柔軟性だ。このようにいくつかのトラ

イアンドエラーで組織運営をブラッシュアップ

していきながら、現在の活動にもっともフィット

するLLPという組織に行き着いた。

組合員が納得する平等な運営が理念
個人の働きに応じた分配方法とは、言い換え

るならば、組合員が納得する平等な運営を実

践することにほかならない。スイミーでは、公

演活動や企業研修業務だけでなく、それら

を支える総務的な業務においても労働負

荷に応じて利益分配率に組み込んでいる

点が特徴だ。

朗読公演や話し方講習会など、こ
とばのプロが創造する素敵な世
界、ことばの文化を届ける
「朗読」とは、語り手が物語の世界を、ことば

（声）を使って表現することであり、同時に、語

り手と聞き手とが心を共有する空間を創る作

業である。そのような空間となるには、話し手

の表現技術が確かであることが求められる。

スイミー有限責任事業組合は、テレビやラジ

オで活躍する「ことばのプロ」であるフリーア

ナウンサー達が、これまでの技術と経験を活

かして共有空間を創りあげるプロの朗読グル

ープである。

2000年春に任意グル

ープとしてスタートした

スイミーは、小さな魚た

ちが力を合わせ大きな

魚に立ち向かい楽園を

取り戻すというレオ・レオ

ニーの童話にちなんで

名付けられた。「私たち

もみんなで集まれば素

敵な世界を創れるかもし

れない」という気持ちが込められている。そう

した想いは、グループ設立のきっかけにも通じ

る。発起人となった長谷川氏は、朗読を通して

社会に貢献する活動をしたいとの想いから賛

同者を募った。

LLPとしては設立1年

余りであるが、任意グ

ループ時代から現在に

至る約10年の活動で

力を入れてきたのは学

校や病院へのボラン

ティア活動だ。童話や

文学作品の朗読を通

して想像力と美しい日

本語を育むことを願っ

た学校公演、病院や老

人ホームへの訪問は

年間50ヶ所を超える。また、自己表現としての

ライブ活動も精力的に取り組んでいる。ピアノ

やフルート、和太鼓など多様な楽器、クラシッ

クやJAZZといった音楽とのコラボレーション

で心を癒す朗読セラピーは、スイミーライブの

特徴だ。さらには、ボイストレーニング、ビジネ

ストークなどコミュニケーション能力の向上を

支援する企業研修の講師を務めるなど活動領

域は年を追う毎に拡がりを見せている。

今後も「スイミーの素敵な世界」を拡げていき

たいと語る長谷川氏の目には笑みが溢れる。

季節や年齢に合わせた内容と様々なジャンル

のアーティストとの新たなる世界の創造、そし

て、現代人が忘れかけている大切なもの、言葉

の文化を次世代に届けていくことが次なるス

テップとなる。

事 業 内 容 L L P の 選 択 理 由 L L P の 運 営 方 針

http://www.swimmy.co.jp/http://www.swimmy.co.jp/

●所 在所 在 地地 東京都杉並区東京都杉並区

2008年11月11日2008年11月11日

・学校、老人ホーム、病院等での朗読ボランティア・学校、老人ホーム、病院等での朗読ボランティア
・朗読コンサートなど自主公演活動・朗読コンサートなど自主公演活動
・各種イベント・番組への出演・各種イベント・番組への出演
・企業等からの依頼に基づくアナウンス研修、講演会・企業等からの依頼に基づくアナウンス研修、講演会

●組合員構成組合員構成 個人組合員7名個人組合員7名

組合概要

●設　　立設 立

●事業内容事業内容

●HPアドレスHPアドレス

スイミー有限責任事業組合
における制度・運営上のワンポイントチェック

▼ 核となる事業を明確にすることが重要
どんな仕事でもこなすというスタンスではなく、“朗読”を核として活動することで事業ブランドの確立を
目指す。LLPの活動が認知度を増すことによって、個人的なつてによる営業のみならず、組織として
受注の引き合いも増している。

▼ 役割分担を明確にしてまとまりある組合運営を目指す
設立の理念を共有しながら、まとまりある組合運営を行っていくためにも、安易な組合員数の拡大は
考えていない。音楽サポートメンバーやアーティストの方 は々ライブや公演の協力パートナーという位
置づけとして、組合員と役割を明確化することで運営方針がブレないように意識している。

スイミー
有限責任事業組合
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事例編02

ことであり、内部自治の柔軟性は魅力であっ

た。また、組合員の有限責任が担保されている

点も大きい。民法組合では組合員は無限責任

となるためリスクが高く、この活動自体がスタ

ートできない可能性も考えられた。

また、組合員でもあるNTTファシリティーズは

過去にLLP設立を経験したこともあり、運用面

などを含めてＬＬＰについての理解があった点

は選択の後押しとなっている。

4つの分科会と取りまとめのLLP
経営会議により内部統制を図る
LLPの運営原則でもある「総組合員の同意」

を当LLPでも実践している。その合意形成を

円滑に行うために、組合事業で想定される4つ

の活動領域で分科会を設置している。各分科

会で事業計画の素案を詰めた後、NTT-グリー

ンLLP経営会議で最終決議を行うという内部

統制スタイルとしている。

職務執行者がLLPのすべての事業の細部に

関わることは実務的に困難であるため、実務

者が意見を交える分科会が果たす役割は大き

い。ちなみに分科会においても全員一致で決

議としている点も特徴だ。
（※）特定の基準を充たした発電設備によって取引されるグリ

ーン電力価値が、実際に発電されていることを、公平な
立場で認証するための機関。

CSR活動を目的とした太陽光発電
施設の設置機関
NTTグループでは、これまで取り組んできた地

球環境保護への貢献施策をさらに推進するた

めに、太陽光発電システムを中心とした自然エネ

ルギーの利用を促進しCO2の排出削減を目指す

施策として「グリーンNTT」を2008年5月に発

表。NTT-グリーン有限責任事業組合は、この施

策の推進組織として設立されたLLPである。

NTTグループ各社の通信センタや研究開発セ

ンタをはじめとした事業用ビル約120ヶ所には

過去の取り組みにより設置された2.1MW規模

の自然エネルギー発電システムが稼働してい

るが、LLPの活動を通して2012年度までに

5MW規模まで発電規模を拡大させることを目

指している（担当者によると、計画する５ＭＷの

発電は化石燃料における場合と比べると、千

代田区半分の面積の森林がもつＣＯ２吸収力

分の排出に相当する量を抑える事が期待でき

るとのことであった）。

今回の事業スキームの特徴は、設置場所が確

保できない会社でもLLPに参画することで、グ

ループ各社が保有する土地などへの設置交渉

や運用方法の提示などを通じたCO2の排出削

減に貢献できる点にある。また、その活動の対

価として「グリーン電力証書」が出資比率に応

じた割合で各組合員に発行される点も大きな

特徴といえる。グリーン電力証書とは、自然エ

ネルギーにより発電された電力のうち環境付

加価値を、認証機関であるグリーンエネルギー

認証センター（※）の承認を得て発行される証

書である。

組合員各社より実務執行者を集め、LLP設立

後は主に設置計画などの検討を進めてきた

が、2009年10月に発電設備の建設を着工、

2010年2月より3ヶ所で発電を開始した。翌年

度以降は状況を見ながら随時組合員の増資を

募り、最終的には最大約40億円規模の出資を

見込んでいる。将来的には、グループ内での活

動に留まらず、自治体や他の企業等から設置

場所の提供を受け入れながら、自然エネルギ

ーの利用の輪を拡げていく考えだ。

過去のLLP設立経験と事業性の観
点からLLPを選択
組織形態の検討にあたって前提としたことは、

今回の取り組みがNTTグループの社会貢献活

動を中心とするもので、大きな収益を期待する

ものではないということだ。株式会社を設立す

るのであれば、投資に対するリターンが求めら

れることから今回の事業には相応しい組織で

はないと考えた。LLP選択の上でポイントとな

ったのは、組合員9社の合意形成を円滑にする

事 業 内 容

L L P の 選 択 理 由

L L P の 運 営 方 針

http://www.ntt.co.jp/kankyo/greenntt/index.htmlhttp://www.ntt.co.jp/kankyo/greenntt/index.html
http://www.ntt.co.jp/csr/2008report/green_ntt.htmlhttp://www.ntt.co.jp/csr/2008report/green ntt.html

●HPアドレスHPアドレス

●所 在所 在 地地 東京都港区東京都港区

2008年8月29日2008年8月29日

・太陽光発電施設によるエネルギー供給、関連サービス・太陽光発電施設によるエネルギー供給、関連サービス
の提供の提供

・グリーン電力証書発行関連業務、環境付加価値サービ・グリーン電力証書発行関連業務、環境付加価値サービ
スの提供スの提供

・前項にかかる環境啓発サービスの提供、等前項にかかる環境啓発サービスの提供、等

●組合員構成組合員構成 法人組合員9社法人組合員9社

組合概要

●設　　立設 立

●事業内容事業内容

NTT-グリーン有限責任事業組合
における制度・運営上のワンポイントチェック

▼ 内部統制を円滑化するための決議機関を設置
内部自治を自由に設計できるとはいえ、合意形成に至る過程が不十分では事業運営に支障をきた
す。組合の状況に合わせて必要な決議機関は設置すべき。

▼ 補助金獲得にやや苦労も
補助金事業の申請にあたり、永続的事業体でない可能性があるということで、LLP活動を特定年
数継続する旨の誓約書を全組合員が提出したことがある点は、手続き上不便を感じた。

NTT̶TT グリーン
有限責任事業組合
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事例編03

「内部自治の柔軟性」、「設立の容
易さ」がLLP選択の決め手に
LLP選択の最大の要因は「内部自治の柔軟
性」である。アニメーションの制作現場でよく
用いられる製作委員会方式の場合、出資の割
合に応じて利益の分配が決定されるが、これ
まで設立したLLPでは組合内での役割分担を
踏まえクリエイターに厚く配分する損益分配
比率としている。これにより、製作委員会方式
では出資者として参加することすらできなかっ
た個人のクリエイターや中小・零細規模の制作
会社であっても作品の売却や本格作品化等が
成功した場合には多くの成功報酬を獲得する
ことができる。作品の著作権をLLPとして所有
していることから外部からの様々なオファーに
対して組合員同士の合意で柔軟に対応するこ
とができるのも利点の1つだといえる。
もう１つの要因が「設立の容易さ」である。た
だしこの中には複数の狙いが含まれている。
ひとつは金銭面での負担の軽さである。もう１
つは作品ごとにLLPを設立することで明確な
数値管理ができることにある。既に組成されて
いるLLPは有限会社アニメイノベーション東
京によって各出資者に対する会計報告が定期
的にLLPごとになされているだけでなく、銀行
口座も分けられている。これによって会計に関

する透明性の維持が可能となっている。

外部資金をコンテンツ産業に呼び
込むためのプロジェクト管理ツール
コンテンツ産業は外部資金の獲得に常に悩ま

され続けてきたが、LLPの活用により製作
委員会方式とは異なる方法で出資者の納
得感を獲得しつつ外部資金を呼び込む新
たな方法を開拓することができた。その仕
組みの中でLLPは会計面での透明性を低
コストで維持するためのプロジェクト管理

ツールとして機能してい
る。「センコロール」に続い
てメジャーデビューが期待
できる作品の準備も着々と
進められているという。

日本のコンテンツ産業の成長促進
と革命を目的に設立
『ジャパニメーション』『COOL JAPAN』とい
う言葉に代表されるように海外から高く評価さ
れている日本のアニメーション。これまでテレ
ビアニメや劇場映画は、資金調達や作品の製
作、著作権管理などを行う母体として、業界関
係者を対象にした「製作委員会」を設立するこ
とが一般的であった。日本のアニメ業界の課
題として、優秀であっても無名であるが故に新

人がオリジナルの作品を制作、発表する機会
を得る事ことができず、一方、中小制作会社に
おいては、制作の実務を担いながらも製作委
員会には参加することができず、制作受託に
とどまり貢献に対する成功報酬を得られる機
会がなかったことがある。そこで才能やアイデ
ィアあふれる中小制作会社や個人クリエイタ
ー達が、コンテンツ産業で積極的な役割を演
じる機会を創出し、コンテンツ産業を日本に根
付かせるための新しい手段としてLLPの特徴
を生かした取組を行っているのが有限会社ア
ニメイノベーション東京とその親会社である株
式会社シンクである。
LLPの組成、すなわち出資に見あう作品かど
うかの“目利き”は、定期的に実施される「共同
制作検討委員会」において、株式会社シンク
のプロデューサー陣が行う。製作開始後は、ク
リエーター個人・制作会社が企画・開発・制作を
行い、匿名組合により東京都や複数の金融機
関からの出資を受けた有限会社アニメイノベ
ーション東京が制作管理から作品のプロモー
ション、販売まで製作全般にわたってのハンズ
オン・プロデュースを行い、作品化権売却やパ
イロット版映像自体の販売などを通じて収益
の獲得を図っている。このような仕組みのＬＬＰ
は他に13組合組成されている。
株式会社シンクには外資系コンサル会社や海
外でのビジネスの経験があり、LLPによるプロ

ジェクト推進にいち早く着目した代表取締役の
森祐治氏と、シンクの創設者でありコンテンツ
産業において国内外で数々の成果をあげ、映
画「マトリックス」のアニメ化作品「アニマトリ
ックス」のプロデュースも手がけた取締役の竹
内宏彰氏が在籍している。このため、販売先は
国内だけでなく中国、ハリウッドをはじめ世界
に広がっている。プロモーションに使われるの
は各LLPで制作された30分程度のパイロット
版のアニメーションで制作者の持つ画力や世
界観などが同アニメーションを使ってプロモー
トされる。
これまで組成された14のLLPのうち、半分の
LLPで作品は完成している。このうち、「セン
コロール（uki Partners 有限責任事業組
合）」は、2009年春にソニーミュージックエン
ターテイメント社の100％子会社でアニメーシ
ョンを主体とした企画・制作・流通業務を行って
いるアニプレックス社への売却が決定、2009
年8月には東京・大阪･札幌で劇場公開され、
同年10月にはDVDが同社より発売され大ヒッ
トとなる。新人のクリエイターが生み出したコ
ンテンツを“LLP”という新しい仕組みを使って
メジャーデビューさせた前例のない実績が、業
界では大きく注目されることとなった。

事 業 内 容 L L P の 選 択 理 由
L L P の 運 営 方 針

●所 在所 在 地地 東京都港区東京都港区

2006年9月1日2006年9月1日

パイロット版アニメーション作品「センコロール」の企パイロット版アニメーション作品「センコロール」の企
画立案、制作及び製作管理、権利許諾、宣伝・営業活動画立案、制作及び製作管理、権利許諾、宣伝・営業活動

●組合員構成組合員構成 法人組合員1社法人組合員1社
個人組合員1名個人組合員1名

組合概要

●設　　立設 立

●事業内容事業内容

http://www.anime-innovation.jp/index.htmlhttp://www.anime-innovation.jp/index.html
●HPアドレスHPアドレス

（動画革命東（動画革命東京）京）

uki Partners 有限責任事業組合
における制度・運営上のワンポイントチェック

▼ 会計面での透明性維持が必須
会計面での透明性維持がコンテンツ産業に外部資金を呼び込むうえで必須条件である。銀行口
座をLLPごとに管理することでそれを実践している。

▼ 複数のコンテンツに分散投資をすることで出資者のリスクを軽減
作品の選定に十分な目利きが行われたとしても成否を見極めることは難しい。そうしたリスクを軽減す
る手段として匿名組合に集めた出資金をひとつの作品ではなく複数の作品に分散投資している。

uki Partners
有限責任事業組合
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事例編04

態とすることとした。ＬＬＰは、株式会社と比べ

て毎期の事業税などの負担がない上に、設立

に関する費用が安価なことから、採用を考え始

めた。LLPについてそれほど理解していた訳

ではないため、北海道経済産業局に相談した

ところ、担当者が熱心に相談に乗ってくれたこ

とも後押しとなりLLPを設立するに至った。

設立に際しては自ら書籍で調べながら、約半年

をかけ契約書作成や登記等、必要な手続きを

なんとか完了させることができたが、これはも

ともとNPOの約款を作成していたことが役に

立った。しかし、決算での財務諸表作成や各組

合員への損益配分などは、まったく準備ができ

ていなかったため非常に手間取った。特に各

組合員は夫の扶養家族になっているためその

処理方法についてはお互い初めてのケースで

苦労した。LLPの活動自体は大変満足してい

るので、毎期の決算処理及び税務対応のため

の費用だけが課題である。

LLPの活動を通じて、個人の活動
が広がることが目標
個人の活動を優先させながら、必要に応じて

LLPというチームで事に当たり、そのノウハウ

を個人に活かすというサイクルができている。

共同で依頼案件に対応することで、個人では

得ることのできない知識や解決方法を学ぶこ

とができるのは非常に有意義である。しかし、

きちんと対応すればするほど、持ち出しの部分

が多くなるのでLLP活動からの金銭的なメリッ

トがない点は問題だ。

しかし、LLPを設立したことで組織として行

動する意識が芽生え、前にも増して責任を

感じながら仕事に取り組むことができてい

る点は設立してよかったと思うポイントだ。

必要に応じて組織されるプロジェク
トチーム的つながり
北海道栄養士会において7つの職域で構成さ

れる職域協議会のうち、地域活動栄養士協議

会に所属するフリーの管理栄養士グループ10

名で設立したLLPが有限責任事業組合H.D.S

ウェーヴ。『ヘルス・ダイエット・サポート　～食

生活をとおして、健康づくりをおてつだいする

～』をコンセプトに、地域の予防医療の実践に

向け活動中である。

参加組合員は、専門学校の講師、健康増進機

関の嘱託などそれぞれ活動フィールドが異なる

が、各種イベントの講師や啓蒙資料の作成な

ど、個人では対応困難な

依頼が発生した場合に

必要に応じて組織される

プロジェクトチームのよう

に10名が協業するスタ

イルである。近年の事業

成果としては、北海道米

販売拡大委員会の依頼

に基づく高校生向け食育

啓蒙事業の実践及び資

料監修や所属関連学会

が主催するセミナーへの協力、各種講演活動

が中心となっている。

『面白そうなことは先ずやってみる』という精神

のもと、LLP立ち上げの中心的役割を担った

原氏は、57歳で管理栄

養士の国家資格を取得し

現在は70代を迎えるパ

ワフルウーマンである。

2010年には任意グルー

プ時代を含めて10周年

を迎える『H.D.Sウェー

ヴ』であるが、時には家族

のように和やかに、時に

は緊張感をもって意見を

主張し合うといった雰囲

気を大切にしながら、今

後とも責任をもって運営していきたいと語る原

氏であった。

組織としての信用度向上を目指した
LLP設立以前の任意グループ時代から、所属

する北海道栄養士会を通じての講演依頼が

度々あったが、依頼内容が高度になるにつれ

報酬も高額となって各人への収益分配も簡単

にはいかなくなった。また、委託者側もグルー

プや個人ではなく組織への委託料支払いを望

んでいた。

こうした背景があり、NPO法人として組織化を

検討したが、管轄の道庁からは栄養士のみが

参加する限定職域でのNPO設立は認められ

ないという回答があったことから、別の組織形

事 業 内 容

L L P の 選 択 理 由

L L P の 運 営 方 針

●所 在所 在 地地 北海道札幌市北海道札幌市

2008年7月29日2008年7月29日

管理栄養士による各種栄養指導業務管理栄養士による各種栄養指導業務
・講演・原稿作成・講演・原稿作成
・食に関する講座の開催・食に関する講座の開催
・医療機関等への栄養教育コンサルティング等・医療機関等への栄養教育コンサルティング等

個人組合員10名個人組合員10名

組合概要

●設　　立設 立

●事業内容事業内容

●組合員構成組合員構成

有限責任事業組合H.D.Sウェーヴ
における制度・運営上のワンポイントチェック

▼ 本業とLLPの活動を分ける
LLPの活動は本業を補完する位置づけという考えを持つことで、お互いの業務が邪魔しない関係を
つくることができる。LLPの活動は共同で対応する事業と限定し、その活動を通して個人に活かすこ
とで両者にメリットをもたらす。

▼ 互いの意思を尊重
フリーで活動している個人事業主の集まりであるため、自分の意見をはっきりもつメンバーばかりであ
る。設立、運営を問わず、意思の統合を疎かにせず時間をかけてでも互いを尊重しながら調整してい
くことが重要である。

有限責任事業組合
H.D.Sウェーヴ
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事例編05

今後は知的貢献に応じた成果還元も行うこと
を説明し、充分な動機付けを以て研究開発を
スタートさせている。

共同事業としての平等性は確保し
つつ重要な場面はリードする
組合員は、法人4社と個人3名の構成。法人組
合員からはそれぞれ2名の職務執行者を選任
し、計11名が運営にあたっている。統括執行役
として組合の中心となっているのは、土木コンサ
ルタント大手の福山コンサルタント。技術開発、
装置製作、事業化計画、組合運営事務を、それ
ぞれ専門能力をもつ組合員が担当している。
現状ではまだ試行段階であり、決議の方法など
の運営手法は明確に決めていないが、出資割
合は大きく異なるものの、各組合員が同一の議
決権を持つことで平等性を確保している。しか
し、平等という部分にこだわり過ぎると結局は
事業化のスピードに問題が生じる懸念があるの
で、臨機応変な対応を各組合員に求めている。
しばらく様子を見つつ、基本的なスケジュール、
方針決定等の重要事項は福山コンサルタントが
舵取りを行い、効率的、効果的な運営を心がけ
ていきたいとしている。
新たな組合員を募る可能性については事業の
進度次第である。特に2010年度に販売予定
のシステムが大きな反響を呼べばその可能性

は高い。その際は、地域の雇用確保という考え
も意識しているので、地元企業の参加が望まし

いと考える。生産委託の場合でも、“北九
州”というものづくりの下地のある地域に

所在しているので当地
に期待するところは大き
い。他方、組合員追加に
おいては、実は既に大手
数社から参加の打診を
受けるなど、プレスリリ
ースを行った効果が早く
も出ている。ただし、組
織的には、事業の内容や
規模に応じて組成するこ
とが相応しいと考えてい
るので、将来的にはLLP
だけでなく株式会社など
広く可能性をさぐってい
きたいとしている。

無線センサーネットワークによる橋
梁点検の新しい提案
全国の橋梁は高度経済成長期に建設されたも
のが多く、老朽化も進んでいることから、将来
的な掛け替えや補修の必要性を判断する上で
定期点検の早期実施が重要となっている。
しかしながら、点検を行うためには専門調査員
の確保や多大な点検コストが必要となることな
どから、充分な対応が為されていないのが現
状である。
こうしたなか、既存手法において課題とされる
点検コストの大幅な削減を実現する手法とし
て、無線センサーを活用した橋梁の点検・診断
を行うシステムの開発・販売を目的に設立され
たのがHMB有限責任事業組合である。
システムの基本イメージは、橋脚や橋げたに
所要の無線センサーを取り付け、亀裂や変形

などの情報を公衆回線や点検車両を使って回
収。さらに収集データを解析し、現状診断や今
後の対策を提示するまでのワンストップサービ
スを提供するというものである。またこのシス
テムの開発ポイントは動的解析にある。定期点
検のような静的（間欠）観測ではなく、継続的
な監視システムを開発することで、新たな点検
スタイルを提示することが狙いだ。
個別技術の開発動向についても、製品のダウ
ンサイジング、ランニングコストの低減、電池
の長寿命化など改善すべき事項を洗い出し、
解決すべく随時研究を続けている。海外市場
も視野に入れているが、進出の際のコア技術
となる解析手法については、組合員である早
稲田大学大学院の教授が製品の研究開発と
平行して、情報収集を行っている。また技術応
用分野も、当初は橋梁を中心に行うが、将来的
には法面や大型遊具への転用など様々な展開
を検討している。

スピードを意識した開発体制の確
保と研究者の知的貢献に応じた柔
軟な成果還元がポイント
LLP設立以前には、経済産業省が実施した
2007年度「地域新生コンソーシアム研究開
発事業」、2008年度「地域イノベーション創
出研究開発事業」に採択され産学連携のコン

ソーシアムを組んだ。この研究期間では、プロ
トタイプ試作と実橋梁での実験及び安全性診
断手法の開発と試作品の信頼性向上を目的と
した実橋梁での実験拡大を行い着実な成果を
あげるに至ったが、事業化に強い意欲を持つ
福山コンサルタントにとっては、やや物足りなさ
を感じた期間でもあった。「可能であれば自ら
がイニシアチブをとって、開発スピードを加速さ
せるための開発体制をつくりたい」という思い
が強まったという。この頃から次ステップに向け
た組織体の検討を行い、LLPこそがもっとも相
応しい組織体であると認識してからは、コンソー
シアムメンバーにもLLP組成を打診していた。
事業運営上、特に意識したい次の3点、①組合
員全員が当事者意識を持って事業に参加する
組織であること。②意思決定を早めるために取
締役会や監査役等を置かずに組織運営を簡素
化できること。③共同事業者である研究者の動
機付けを高めることができる組織であることは、
LLPの特徴に非常に合致すると感じている。
設立に際しては、共同事業性を確保・維持する
ために、ビジネス面での競合性、地理的な問題
（会議など参加しづらい）、開発方針の認識な
どを組合への参加の条件としている。また、
「開発の責任は福山コンサルタントが担うの
で、早く事業化を実現させましょう!」という掛
け声のもと、研究者が安心して参加できる出
資配分としていることも特徴である。さらには、

事 業 内 容

L L P の 選 択 理 由

L L P の 運 営 方 針

●所 在所 在 地地 福岡県福岡市福岡県福岡市

2009年7月23日2009年7月23日

無線センサーネットワークを用いた橋梁（道路橋、鉄道無線センサーネットワークを用いた橋梁（道路橋、鉄道
橋）の点検・安全橋）の点検・安全性性診断システムの開発・事業化及び同診断システムの開発・事業化及び同
システムの他の構造物（地すべり、大型遊具等）への応システムの他の構造物（地すべり、大型遊具等）への応
用用

●組合員構成組合員構成 法人組合員4社法人組合員4社
個人組合員3名個人組合員3名

組合概要

●設　　立設 立

●事業内容事業内容

HMB有限責任事業組合
における制度・運営上のワンポイントチェック

▼ 共同事業を行う上で合意形成関係が重要
共同事業を行う場合には、何らかの形で協業経験があった方がスムーズである。（お互いの考えをあ
る程度理解した上で仕事ができるため）もちろん必要条件ではないが、フラットな組織であればなお
のこと、各組合員の意識の摺り合わせが重要となる。

▼ 新規事業はスピードとリーダーシップが命
如何に早期に開発を完了させるかが重要である。設立初期においては、組合員を牽引する強力なリ
ーダーシップを発揮する統括役が必須である。

HMB
有限責任事業組合
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事例編06

いることから、法人格を有することはそれほど

重要ではないと判断したからである。また、参

加企業全体で獲得した利益をきちんと分配す

るという意味では、法人課税ではなく組合員に

直接課税される構成員課税である点も魅力で

あった。

ワークボリュームの見極めが課題
LLPの相談窓口を吉玉精鍍が引き受け、案件

毎にリーダー企業を決定し、実務面ではリーダ

ー企業が直接発注者と連絡を取り合う仕組み

としている。意思決定については、個々の案件

について、どのような体制で取り組むかという

点が中心であり、複数の組合員で対応するか、

あるいは外部委託するかなどを話し合いで決

定している。実績としても既に4、5件が成約に

至っており、その数は今後増加する見込みで

ある。

しかし一方では、受注額や案件数の増加は別

の課題を浮き彫りにする。出資比率に応じた利

益分配を行うこととしているが、案件によって

業務負荷は異なり、それに伴う利益額にバラ

ツキがでた場合、単純に比例配分することは

不平等を起こしかねないからだ。また、発注者

との実務面でのやり取りがリーダー企業を中

心に行う場合、LLP全体として数ある案件の

進捗状況を把握することは運営面のリスク管

理上強化しなければならない課題である。この

ようにLLPの活動が本格化するにつれ、組合

ルールの高度化、組織運営面の強化等の必要

性は感じているが、本業を抱える企業にとって

は、一朝一夕に解決できる問題ではない。

事業を拡大するためのポイントはこれら課

題への適切な対処方法となる。旭化成グループに必要とされる企
業になるとともに、新たな取引先を
獲得することも大きな目標
延岡市は旭化成発祥の地であり、現在も同社

グループ企業の工場を中心とした企業城下町

を形成している。延岡精密機器設計製作有限

責任事業組合は、これら旭化成グループを主

要得意先に持つ、延岡鉄工団地協同組合の組

合員を中心に設立されたLLPである。

旭化成は、従来の繊維や化学を中心とする事

業構成から、成長産業と期待されるエレクトロ

ニクスやメディカル分野へ事業ポートフォリオ

の転換を進めているが、このような変化の中

で、地場企業が従来の繊維や化学で培ってき

た要素技術では対応できない分野が徐々に増

えているのが現状である。またその結果、必要

な要素技術を有する県外メーカーのシェアが

拡大するという問題も同時に発生している。

こうした状況に地場各社の多くが危機感を覚

えるなか、いかに自らの技術力を高めながら旭

化成グループへの貢献度合いを維持し高めて

いくか、ひいては同グループの変化に対応で

きる企業群として生き残っていくための方策と

して、LLP設立を決意した。しかし、組合員募

集は決して楽なものではなく、20社を越す企

業に声がけしたが、最終的な組合員は5社とな

った。

単に賛同者を募るのであればいいが、出資を

含めた共同研究的参

加は、企業にとっては

それだけ挑戦的な取

組であったのである。5

社ではじめた組合とは

いえ、設計、部品加工、

製作、組立、メンテナ

ンスなどワンストップ

サービスを実現してお

り総合力は高い。組合

活動は1年半程度であ

るが、少しずつ成果も

出ている。特にエレクトロニクス関連企業から

は設計のサポートも受けながら、後工程関連装

置の受注に成功している。このように旭化成グ

ループと協業しながら新たな関係を築いていく

ことも大きな目的であるが、期待する効果はほ

かにもある。

LLPを設立してから旭化成グループ外からの

案件相談も受けるようになった。従来の1社だ

けであればなかった相談も、ワンストップサー

ビスを提供する組織ということで話がきたとい

う。組合活動が活発になるにつれ管理の大変

さを感じるというが、LLPが実績を重ねること

によって参加する企業の技術が向上しその活

動が世に知ることとなれば、延岡のひいては全

国の中小製造業にとってのベストプラクティス

的存在となるかもしれない。

柔軟な内部自治体制や構成員課税
がポイント
いくつかの企業組織形態を検討したが、本業

を持ちつつ別の組織を運営する場合には、柔

軟な内部自治を構築可能な組織であることが

望ましいためＬＬＰとＬＬＣ（合同組合）が候補と

なった。LLPに決定した最終的なポイントは、

当面の発注者が旭化成グループ各社であり、

既に同グループとの取引を通じて信用を得て

事 業 内 容

L L P の 選 択 理 由

L L P の 運 営 方 針

●所 在所 在 地地 宮崎県延岡市宮崎県延岡市

2008年4月1日2008年4月1日

エレクトロニクスやメディカル関連設備等精密機器の設エレクトロニクスやメディカル関連設備等精密機器の設
計、部品加工、製作、組立、メンテナンス及び同設備の計、部品加工、製作、組立、メンテナンス及び同設備の
開発開発

●組合員構成組合員構成 法人組合員5社法人組合員5社

組合概要

●設　　立設 立

●事業内容事業内容

延岡精密機器設計製作有限責任事業組合
における制度・運営上のワンポイントチェック

▼ 対応力の向上で新規取引の可能性が
設計、部品加工、製作、組立、メンテナンスなどワンストップサービスが提供可能となることで、新たな
顧客からの相談が入り始めている。

▼ 新規分野の研究開発グループとしても機能
旭化成からの新分野の相談案件が中心となるので、組合員同士で取り組むべき方向性、新規に
取り入れるべき技術など研究開発グループとしての機能も果たしている。

延岡精密機器設計製作
有限責任事業組合
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事例編07

ていくことは重要な目的であり、アーティストの

ひとりひとりが輝ける場所を提供していくこと

こそがアベニールポルテの真の願いである。

自分のやれる範囲内で活動に参加
できる、経営の柔軟性がポイント
肩肘を張らず、総組合員の合意により自分の

やれる範囲内で活動に参加することができる

「経営の柔軟性」に魅力を感じた。実際に、育

児中の組合員は、家の中で行えるブログの更

新やデータ入力作業を担当するなど、状況に

応じた担当の割り振りが可能になっている。ま

た、株式会社として法人化した場合には別の

職場で働きながら参加する組合員が職場での

兼業規定に抵触する恐れもあったこと等もあ

り、組合員のライフスタイルや職場環境により

適合しているLLPを選択するに至った。

組合ルールや実務の役割分担を明
確にし、スムーズな運営を実践
運営方針は、週１回程度の定例打合せにおい

て総組合員が集合し、活動進捗状況の確認と

今後の進め方を決めている。よく知る仲間で

あり言いたいことも言い合える信頼関係があ

る。それだけでなく、組合契約を細部まで定め

ていることも問題ない運営の軸となっている。

実務面でも役割分担を明確にしている。展示

会での出展交渉を行う場合、契約主体が法人

であることが条件の場合も多いが、法人組

合員が窓口として機能しているおかげで

スムーズに交渉が行われている。起業を目指す女性達の未来の扉を
開き、夢を叶えるお手伝いを実践
近年では、ネイルアートやフラワーアレンジメ

ントなど、趣味として親しんでいた特技を仕事

として活かしてみたい、自分のお店を開きたい

という希望を持つ女性が増えている。しかし、

起業までのノウハウや販売方法がわからない

ためその実現を諦めてしまう人も多く、また、

育児や介護を抱えている女性はまとまった時

間が取りにくいなかで、製作から営業、経理ま

でのすべてを一人で行うには負担が大きい。

このような、好きなことを仕事にしたい女性、

やりたいことがあってもなかなか実現できない

女性達を応援するために2005年8月に設立

されたのがアベニールポルテ有限責任事業組

合である。アベニールポルテとはフランス語で

「未来の扉（avenir porte）」を意味し、女性

達の未来の扉を開き、夢を叶えるお手伝いを

したいという思いから付けられた名前だ。個人

組合員の多くも育児中や別の職場で働いてい

る女性達であるが、互いを支えあいながら多く

の女性の夢を叶えるサポートのため、アベニー

ルポルテの一員としての活動を続けている。

アベニールポルテは、特技や資格を持つ女性

を会員として登録し（会員はアーティストと呼

ばれる）、百貨店やイベント会場で作品販売の

機会を提供する企画ビジネスを主に手がけて

いるが、作品販売の機会を提供するだけでな

く、アベニールポルテ

そのものが同じ思いを

持つ仲間同士の交流

の場などコミュニティ

としての機能を果たし

ている。また、具体的

に起業を意識するアー

ティストがいれば、ア

ベニールポルテの相

談役的存在でもある

法人組合員が、立地診

断や店舗設計、業務オ

ペレーションなど起業のためのコンサルティン

グを行っている点も特徴のひとつである。

設立当初は登録アーティストも僅かであった

が、カルチャーセンターでの技術指導やブログ

開設など地道な努力が奏功し口コミで会員数

が増加し、2010年1月時点では延800人近く

がアーティストとして登録するまでになってい

る。2008年4月にはユニバーサル・シティウォ

ーク大阪にてスイーツデコの専門店であるス

イーツファクトリーをオープンさせ、常時開設

のブースとして30名のアーティストによる展示

販売や、一般の方向けの公開講座の開設など

様々なイベントで訪れる人を楽しませている。

お客様からは「商品が沢山あり2時間見ても迷

って決められないのでまた来ます」という喜ば

しいコメントも寄せられている。2009年10月

からは関東でもイベントを開始するなど、アー

ティストの実践の場は広がりを見せている。

今後は組織化したアーティストのデータベース

の強みを活かすような活動も視野に入れてお

り、多くのアーティストが持つ有形無形の「女

性を満足させるノウハウ」を活かす仕組みとし

て、企業からの依頼による女性向け商品を共

同開発やイベントの企画運営や女性にやさし

い町づくり提案などにも取り組んでいく予定

だ。さまざまなアプローチで支援しながら、起

業家として巣立っていくアーティストを育成し

事 業 内 容

L L P の 選 択 理 由

L L P の 運 営 方 針

http://www.avenirporte.com/http://www.avenirporte.com/

●所 在所 在 地地 大阪府大阪市大阪府大阪市

2005年8月1日2005年8月1日

・イベントの企画・運営及びコーディネート事業・イベントの企画・運営及びコーディネート事業
・インターネットによる店舗企画・運営事業・インターネットによる店舗企画・運営事業
・起業・創業に関するコンサルタント事業・起業・創業に関するコンサルタント事業

●組合員構成組合員構成 法人組合員１社法人組合員１社
個人組合員７名個人組合員７名

組合概要

●設　　立設 立

●事業内容事業内容

●HPアドレスHPアドレス

アベニールポルテ有限責任事業組合
における制度・運営上のワンポイントチェック

▼ 組合活動が持続する陰に法人組合員の協力あり
対外的な交渉を法人組合員に担当してもらうことで、アベニールポルテはアーティストへの支援活
動に注力できる。LLPの課題のひとつであると考える対外的な信用度についてもこうした役割分担
で回避することも可能である。

▼ 会員組織とすることで事業の機動性も確保
アーティストを組合員とすることも可能であるが、組合員が多くなるにつれスムーズな合意形成が難
しくなる。運営者と受講者という立場で明確に分けることで事業の機動性を確保している。

アベアア ニールポルテ
有限責任事業組合
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Ｆ−グリッド宮城
大衡有限責任事業組合

LLP概要
●所 在 地　宮城県黒川郡大衡村

●設　　立　2013年2月

●事業内容　・�工業団地内組合員への自家発電設備を活用したエネル
ギー（電力・熱）供給事業

　　　　　　・�エネルギーマネジメント・サービス事業（見える化・
平準化、機器の保守・メンテ）

●組合員構成　 第二仙台北部工業団地に工場がある法人等 10社、仙台市

エネルギーセキュリティ確保のニーズ
に対し工場団地の進出企業が連携
　宮城県大衡村の第二仙台北部中核工業団

地には、自動車メーカー、部品メーカー、大

手レストランチェーンなどが工場を構える。東

日本大震災による停電および生産停止を契機

として、エネルギーの安定供給や有効活用、

自社工場だけではない工業団地全体による災

害対応力強化の必要性が強く認識されるよう

になった。こうした状況下で工業団地を中核

に据えた新たなスマートコミュニティ事業「Ｆ-

グリッド構想」がトヨタ自動車を中心としても

ちあがり、その実現運用へ向け本ＬＬＰが設

立された。

　2013年4月よりＦ−グリッド事業を開始。

現在は本格稼働に入り工業団地内の組合員に

必要となるような事業体はそぐわないと判断

した。またエネルギー事業の特徴として立ち

上げ時は設備面・人員面ともに相当なコスト

を要するが、運用期間に入ってしまえばオペ

レーション業務が中心となり専従者も限られ

るため、ＬＬＰであれば各フェーズに応じた

柔軟な体制設計が可能であった点も選択理由

として挙げられる。

L L P 活 用 の 成 果
エネルギー利用効率の上昇により、
コストや環境負荷低減を実現
　同規模の工業団地と比べて2016年度は省

エネ性で約24%、環境性（CO2削減）で約

31%の効果を達成した。エネルギー利用効率

は年々上昇しており、コスト削減や環境負荷

の低減が実現できている。

　ＬＬＰの意思決定機関である経営会議は年

2回開催。また、経営会議とは別に、日常業

務レベルの集まりとして定期的に分科会（業務・

財務分科会、環境・省エネ分科会、広報分科

会、災害時対応分科会）を開催している。多

業種・多企業の集合体であることを積極的に

活かしており、例えば専門的な知識を必要と

する問題が発生した場合、現地の組合員企業

の中から知見を有する人材を活用するなど単

独企業での運営とは違った横の繋がりが生ま

れており、知見やノウハウの面で広がりがある。

またコンパクトな組織でフレキシブルに活動

できる点、事業継続のため一定の収益を維持

できている点も効果として挙げられる。

対するエネルギー供給を行っている。なお、

各工場におけるＦグリッド関連エネルギー設

備の運用・保守も本ＬＬＰが提供している。ま

た、コージェネの排熱を隣接する植物工場に

利用するなど、エネルギーの効率循環による

新たな農業・商業・工業の連携モデルも構築

し、運用している。

　他方、特に事業開始当初はＬＬＰに関する

知識の蓄積がまだ十分でなかったこともあり、

他の事業体立ち上げに比べ会計面や手続きに

おいて税理士や弁護士に相談しながら動くこ

とが多かった。参加企業によって会計処理が

それぞれ若干異なるため、本ＬＬＰでは各社の

ニーズを満たした様式の会計書類を用意する

ことで組合員の要求に対応してきており、現

在は問題なく運営されている。

今 後 の 活 動 方 針
設立10年を目途とした投資回収が 
目標
　当初の事業計画を順調に達成しており、設

立10年にあたる平成35年を目途に投資を回

収することを目標としている。Ｆ-グリッド

への参加には数千万〜億円単位を要する自営

線の引き込み費用が自己負担となることから

　

※「Ｆ-グリッド」・・・都市ガスを用いた発電

設備（ガスコージェネシステム）や太陽光発

電等の自家発電設備と、電力会社より購入し

た電力の制御や最適化を図り、全体のエネル

ギー利用効率を高め各工場のエネルギー調達

コストを低減するシステム。災害など非常時

には停電対応としての各工場へのエネルギー

供給に加え、余剰電力を東北電力が購入する

ことで地域防災拠点である大衡村役場などへ

の電力供給を行う機能を有する。

事業特性にマッチ。さらにフェーズに
応じた柔軟な体制設計が可能に
　ＬＬＰを選択した最大の理由はF-グリッド

の事業特性とマッチした事業体であること。

Ｆ-グリッドは供給者と受給者が一体となっ

てエネルギーコストの最適化をめざし、災害

時における地域連携までを見据えたモデルで

あり、損益分配などの面で参加者間の調整が

新たな組合員の積極的な勧誘は行っていない

ものの、こうしたイニシャルコストと工場で

使用するランニングコストなどを比較し、メ

リットを感じてもらえる進出企業があれば参

加してもらいたいと考えている。

　現状、組合員がそれぞれ単独でエネルギー

を調達するよりも高いメリットを享受している

と感じているから成り立っているモデルであ

り、将来的なリスクとしてエネルギーの市場

価格動向に事業が左右される面があることは

否めない。特別高圧電力価格がF-グリッドの

コストを下回るようになった場合は組合員の脱

退といったケースも想定され、こうしたことが

起こった際の対処方法などは検討していく必

要があると感じている。また、事業立ち上げ

時には補助金等を活用できたが、ランニング

コストに対する補助はないことから、今後メン

テナンスコストをどれだけ下げていけるかとい

う点も課題として認識している。

事 業 内 容

＜第二仙台北部中核工業団地＞

＜事業概要図＞ ＜組合体制図＞
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ひろしま再生可能エネルギー
有限責任事業組合

LLP概要
●所 在 地　広島県広島市

●設　　立　2013年2月

●事業内容　太陽光発電・売電事業

●組合員構成　 �広島県、株式会社エネルギア・ソリューション・アンド・
サービス、中国電力株式会社

再生可能エネルギーの普及のため
LLP を設立
　再生可能エネルギーの普及拡大に向け、広

島県では県が主体となって電力買取制度を活

用したメガソーラー発電に取り組み、発電事

業で得られる収益を地域に還元するための事

業を開始することとした。このため、メガソー

ラー発電事業を県と中国電力（株）、（株）エ

ネルギア・ソリューション・アンド・サービ

スで共同実施する本ＬＬＰを設立した。

　事業内容は県や市町の所有する未利用地で

が設立できた点や、各組合員が一定の役割

を担いながら一体となって事業展開できる

点など、ＬＬＰという形態を選択した効果

を感じている。

L L P 活 用 の 成 果
業務委託ではできない一歩踏み込ん
だ事業運営が可能に
　広島県においては事業計画の策定や建設・

運用に関する地元への説明等のノウハウ、中

国電力グループにおいては発電予定地に最適

な機材や設置方法の検討からメンテナンスま

で運用にかかるノウハウを活かした効率的な

事業運営を行うことが可能となっている。

　当初の売電収入予測はＮＥＤＯ（国立研究

開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機

のメガソーラーによる発電、メガソーラーで発

電した電力の電力固定価格買取制度（ＦＩＴ）を

活用した売電等を行っている。県と中国電力

グループというお互いのノウハウを活かした形

構）のシミュレーションに基づいて立ててい

たが、実際に太陽光発電事業を稼動させたと

ころ、太陽光パネルの進歩や効率的な設置等

のノウハウもあり、現状では、売電収入は上

振れし、収益も増加している。

での事業運営体制を短期間で構築した、全国

初のメガソーラー発電における官民連携での

事業である。広島県が全体の調整役となりつ

つ、それぞれの強みを生かして円滑に事業を

進めている。エネルギア・ソリューション・アンド・

サービスが発電施設の維持管理、中国電力や

広島県が広報・啓発活動等を行っている。

官民のノウハウを活かした経営体制
を実現
　共同事業を実施する際の様々なスキーム

の中から、パススルー課税により県民還元

のための収益の最大化が見込める点や、簡

易な手続きでスピーディーに設立できる点

などを考慮し、また、自治体参画の先行事

例も参考にしながら、ＬＬＰを選択した。

　結果として約3カ月という短期間で組合

現状の運営体制を維持して事業を 
継続
　これ以上の発電施設の拡大は考えておら

ず、現在の規模で引き続き運営を行う。

　メガソーラーという20年以上の長期的な

事業であることから、ＬＬＰ自体の運営につ

いて各構成員（組織）において、事業の成り

立ちや仕組み、役割分担、会計処理など適切

に引き継いでいく必要がある。例えば行政で

あれば3年程のスパンで担当者の部署が変わ

ることが多く、きちんとした引き継ぎを行わな

ければ、委託事業化してしまう危険性がある。

そのため、プロジェクト内でＯＪＴを行うなど事

業を適切に継続するための取組を進めている。

事 業 内 容

今 後 の 活 動 方 針
＜庄原太陽光発電所＞

＜竹原太陽光発電所＞
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地域活性化物流
有限責任事業組合

LLP概要
●所 在 地　東京都墨田区

●設　　立　2016年4月

●事業内容　東北の地産品の首都圏等への輸送事業

●組合員構成　�株式会社ジェイアール東日本物流、ジェイアールバス東北
株式会社、東北鉄道運輸株式会社

ＪＲ東日本グループの既存物流イン
フラを活かし、地域の活性化を推進
するべく LLP を設立
　ＪＲ東日本グループが進める地域活性化プ

ロジェクトを推進するため、物流面で中小生

産者を支援することを目的に設立されたＬＬ

Ｐ。従来は各生産者が宅配便等で首都圏のそ

れぞれの店舗に発送していた為、生産者（商

品）ごとに物流費が発生しており、更に小ロッ

トでは物流費が高くなるため大ロットでの出

荷となり、在庫過多による在庫リスクが発生

するなどの課題があった。このように地方の

中小生産者の魅力ある地産品を首都圏で幅広

く販売するには物流費やリードタイムが障害

となっていたが、ＪＲ東日本グループの既存

ことで、必要とする組合員の選定及び役割の

明確化につながった。

　ＬＬＰという形態を選択して良かったと思

う点について、ひとつめは各組合員がそれぞ

れの担当業務を把握し主体的に事業に取り組

んでいること。ふたつめは、損益分配比率に

ついては、出資比率と同じではなく、事業活

動への参画度合いを踏まえた比率を設定して

不公平感を少なくしているが、こうした柔軟

な運営上の設計が可能なことが挙げられる。

L L P 活 用 の 成 果
理念を実現するための事業体として、
最適な形態
　柔軟な経営体制のもと、事業に取り組むこ

とで、中小生産者の販路の拡大と小規模事業

者の育成に繋がり、これまで首都圏で知られ

ていなかった地産品の認知度向上などの大き

な効果を上げた。また、本取組みは、環境負

荷の低減と持続可能な物流効率化の構築に資

する取組みとして第15回グリーン物流パー

トナーシップ会議の場で「国土交通省大臣官

房物流審議官表彰」を受賞した。

　さらに、当初は（株）ジェイアール東日

本商事が商品企画した「おやつＴＩＭＥＳ」

10アイテムの取扱範囲であったが、2017年

12月段階で29アイテムにまで取扱範囲を広

げ、また販売チャネルに関しては中小生産者

の生産量が追いつかなくなるほど幅広い販路

へと拡大。中小生産者を物流面で支援するこ

の輸送・物流インフラを繋げることで、低コ

ストでリードタイムの短い輸送体制を構築で

きないかという思いから、ＪＲ東日本グルー

プ関連会社の3社を組合員として発足した。

　主な事業は最寄りの地方物流拠点に中小生

産者が運んだ地産品を、既存のトラック便や

とで成長を促進し、地域の活性化に繋げると

いう理念の追及において大きな成果をあげて

いる。

　組合員全員の同意が必要なことが事業を進

める上で障害となることも懸念していたが、

本ＬＬＰは共同の理念を実現するための事業

体であるため、合議での意思決定がスムーズ

に機能している。

今 後 の 活 動 方 針
中小生産者に寄り添った物流で、段
階を追った成長を促進
　当初の計画では試行的な取組みとして平成

30年3月31日までの予定だったが、安定的

長距離バスのトランクの空きスペースを活用

し、首都圏の物流拠点に配送、既存の駅構内

店舗配送ネットワークにのせて店舗別に仕分

けし、首都圏販路と混載して運ぶ。これによ

り、複数の商品を必要な分だけ定期的に首都

圏の多くの店舗へ安価に納品することが可能

となった。

それぞれの企業の役割を明確化し、
効率的な事業運営を実現
　地域活性化という理念のもと、簡易的な手

続きで経営体制の構築が可能というフット

ワークの軽さが魅力となりＬＬＰを選択し

た。商流では（株）ジェイアール東日本商事

が主体となって生産者との折衝や商品化、販

売チャネルの確保等を行い、物流では本ＬＬ

Ｐが物流費の低減と首都圏での流通促進を図

る。このように業務区分をはっきりと分ける

な輸送の仕組みが構築できたため継続して3

年間の延長を行う予定である。

　また、中長期的な目標として、更なる商品

開発とあわせて首都圏以外の販路を拡大し地

域の魅力を発信する取組みを推進していく。

そうした目標を達成する上で配送量が増えて

いくことが想定されるため、今後システムの

構築についても検討中である。

　さらに、まだＪＲ東日本グループの中には

活用可能な輸送・物流インフラが数多くあり、

これらを繋げることで更なるサービスの充実

を図っていくことも検討している。

事 業 内 容
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JREロボティクスステーション
有限責任事業組合

LLP概要
●所 在 地　東京都渋谷区

●設　　立　2017年7月

●事業内容　�鉄道事業等におけるサービスロボットの開発・導入を進
めるためのメーカーとのマッチング、実証実験等の業務

●組合員構成　ＪＲグループの法人 7社

企業グループ全体としてロボット・
ＡＩの知見集約を図るべく LLP を設立
　少子高齢化等により人手不足が深刻化す

る可能性があるため、スピードを上げて、

ＡＩ、ロボットの活用に向けた取組を進め

るためにＬＬＰを設立。

　従来はサービスロボットの導入を検討し

ようとする各企業が個別にメーカー等の外

部業者へ接触し、その後も一対一のやりと

りで進むことが多く、当事者以外のグルー

プ企業に対するノウハウや知識の広がりが

十分とは言えない面があった。ロボティク

ス分野が目覚ましいスピードで成長を続け

る中で、企業グループ全体としての知見集

約が必要不可欠との認識から、企業グルー

プの7社を組合員として発足した。

業・部署に対し個別に参加を要請している。

　企業グループのうち同業種同士（清掃関連

企業同士等）は従来から比較的企業間の交流

があったものの、異業種企業間ではグループ

内であってもサービス提供側、ユーザー側等、

立ち位置にも違いがあり、なかなか接触の機会

が少ないことも含めてグループ企業同士の繋が

りが薄い場合があった。本ＬＬＰがグループ内企

業間の繋ぎ役を果たすことで、そういった障壁

を解消し、各企業とロボットメーカーとの最適

なマッチングを提供することが可能となった。

　また、ロボット・ＡＩのメーカーが新たな営業

等を行いたい場合、従来であれば個別の企業

に対し訪問やヒアリングを行っていたが、本ＬＬ

Ｐが企業グループにおける対メーカーの一元

的な窓口となることで、技術や製品が活きる

であろうグループ企業の紹介を行う交通整理

役が担え、メーカー営業側からも助かるとの

声を聞いている。

　組合員同士の連携体制として上記分科会の

ほか、四半期に一度の理事会、ＪＲ東日本を

交えた情報共有の場であるロボット推進部会

を定期的に開催している。理事会以外での重

　現在の主な事業としてはロボットユー

ザーとなる企業グループ各社とロボット

メーカーのマッチング、技術デモンスト

レーションの場となるロボット展示会の開

催等を実施している。また、事業分野ごと

の分科会開催を通じ企業グループの業務課

題を把握することで、ロボット技術がどの

分野・どの企業に必要なものであるのかと

いった知識・ノウハウを把握し、グループ

全体を俯瞰的にとらえたコーディネートを

行っている。個々のサービスロボット・Ａ

Ｉの仕様はあくまで実導入予定者である各

企業とメーカー間で決定していくべきと考

えており、ＬＬＰでは利用技術やノウハウ

のグループ内における横展開化、手続き効

率化、メーカー側からの技術提案に対する

企業グループ全体の窓口といった機能に特

化している。

要な業務執行の決定プロセスとしては持ち回

り立案をして全職務執行者の承認を経ること

としているが、この職務執行者は組合員各企

業の代表取締役とした。法人7社と少なくな

いことに加え、各社の稟議フローを得るため

全組合員合意の確定までに時間がかかる面は

あるものの、組合企業の企業規模からも各社

とも相応のガバナンスを重要視していたこと

からこの形が適切であったと考えている。

　デメリットは特に感じていない。

LLP を活用することでグループ一体
での取組が実現
　当初は協議会といった形態も候補として挙

がったが、グループ内外へ取組みへの決意を

明確に示すため出資を伴う形態を採用した

かったことや、内部自治体制が柔軟に設定で

きる点が魅力となり、最終的にＬＬＰを選択

した。また、存続期間の設定があることが事

業の明確なマイルストーンとなり、スピード

感をもった運営に繋げられるとの考えもあっ

た。結果としてグループ内外へのＰＲやホー

ムページの設立、展示会等各企業から独立し

た活動ができている点や、各組合員がそれぞ

れの役割を認識し主体的にＬＬＰの事業に取

り組んでいる点等、ＬＬＰという形態を選択

した効果を感じている。

L L P 活 用 の 成 果
これまで接触の少なかったグループ
企業同士の交流が加速
　企業グループにおけるサービスロボットの

活躍分野として案内・清掃・警備・移動支援・

荷物搬送支援等がある。現在、各分野に対応

した分科会（サービス分科会、清掃分科会、

物流分科会、ネットワーク分科会）を開催して

いる。各組合員は自社の業種分野における分

科会で主査を務めるが、専門外の分科会にも

業種にかかわらず全組合員の参加を原則とし

ている。また組合員以外のグループ会社であっ

ても、その時々の話題に関連がありそうな企

期間を区切り明確な目標を設定
　2017年12月初めて企業グループ向けの

サービスロボット展示会を開催。2018年2月

には2回目の開催を予定している。活動2年目

となる2018年度は展示会を経て顕在化してく

るグループ内ニーズの拾い上げや実証実験を

行い、実用化における問題点（信頼性、コスト、

法律問題等）を検証していく予定。また、ニュー

スやＳＮＳでの広報を通して活動をＰＲし、新たな

外部企業とのマッチングも並行して行っていく。

　2019年度中には実際の施設での導入テス

トを開始し、存続期間満了となる2020年を目

途に、企業グループの各現場にロボットやＡＩ

システムを導入することを目標としている。成

果次第では株式会社といった法人化も視野に

入れるが、業務分野やテーマごとに進捗は異

なることが大いにあり、それぞれの分化深化

を行い特化した形での継続も考えられる。

事 業 内 容 今 後 の 活 動 方 針

分科会風景
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有限責任事業組合
一戸町デマンド交通

LLP概要
●所 在 地　岩手県二戸市一戸町

●設　　立　2008年10月

●事業内容　�一戸町におけるデマンド型交通の運行配車業務

●組合員構成　一戸町、地元交通事業者４社

人口減少・高齢化の続く中山間地区に
「地域の足」を守るため LLP を設立
　一戸町は約300㎢の広大な面積を有し、山

間の沢沿いに集落が点在しているため循環型

等の運行形態を用いることができないなど、

効率的なバス運行等が困難な地形となってい

る。また、高齢化率は約40％と全国水準と

比して非常に高いものの利用率が低く、さら

に人口減少の影響もあってバスの利用者数も

年々減少し、定期バス路線維持のための補助

金が町財政を圧迫する要因となっていた。

　このことから、利用者のメインと想定される

高齢者にとって利用しやすく、かつ低コストの

交通手段の導入が望まれていた。これを踏ま

え、平成13年頃から予約型の運行形態の輸

送サービスとしてデマンド型交通に注目、平

に参画することで公共性を担保できる、②既

存事業者の資産・ノウハウを活用できる点、

③ちょうど検討していた時期にＬＬＰ制度が発足

したタイミングであり、事業主体としてＬＬＰと

いう在り方の可能性の選択肢が増え、また運

営計画に合致した点の3点が主な理由となり

最終的にＬＬＰ方式を採用した。

L L P 活 用 の 成 果
地元交通網のための自治体と民間
事業者の共同事業が実現
　各組合員が運営面で関わるように組合員ご

とに担当業務を設定している。これにより業

務の不公平感を低減し、ＬＬＰへの参画意識が

高まっている。

　ＬＬＰ活用の効果としては、町主導としての公

共性を維持しながら、地元交通事業者との協

力が得られていることが挙げられる。路線バ

ス、タクシー事業者と、各々の利害関係もあっ

たが、度重なる協議を重ねてＬＬＰを選択したこ

とで地元交通網のための自治体と民間事業者

の共同事業が可能となった。LLPを活用するこ

とで、町主体の運営とも違う柔軟な経営・運

営が可能となっている。

　また、「戸口から戸口へ」というデマンド型

交通の利便性により、利用者の満足度は非常

に向上しており、住民サービスの飛躍的な向

上が図られている。またＬＬＰを選択したことに

より注目度も高く、広告効果にも繋がり、登

録者が増加（現在町民約1万3,000人中、約

成20年12月の運行開始に先立ち、同年10月

に有限責任事業組合一戸町デマンド交通を設

立した。

　当時はＬＬＰ設立ノウハウもなく、県内でもＬＬ

Ｐの設立数が少ないことや、デマンド交通業

態のＬＬＰは国内でも初めてであったことから、

立上げに際しては岩手県中小企業中央会の支

援・アドバイスを受けた。

　主な事業内容は町内の交通事業者とともに

行うデマンド型交通の提供。運行開始にあたり、

コミュニティバスを廃止し、また各路線の運航

回数を減らしたものの、その後はバス路線を

現状維持したまま、デマンド型交通「いくべ号」

計4台を運行している。運行地域は町内全域。

各地域から商業地へ、また各地域から各地域

へと柔軟的な路線運営を行っている。また、

一部地区ではスクール路線を配置し、スクー

ルバスとして利用される一面も有している。

2,500人が登録）している。

　間接効果も表れている。「いくべ号」の導入

に際し3名のオペレーター（予約受付、配車

指示係）を雇用したが、利用者の中心である

高齢者からの予約電話の際に、体調や世間話

などオペレーターとの会話が心の支えになっ

ているという話も聞かれるほか、商業の活性

化、定期的な通院による健康維持など、交通

網維持以外の相乗効果も見られている。

　事業運営においては、利用者の利便性を考

慮しながら、低コストで事業継続が可能なデ

マンド方式による公共交通システムを導入して

いる。また、導入にあたり他の自治体の事例

をそのまま取り入れるのではなく、利用者及

び交通事業者の声が十分に反映されるよう配

慮した上で、一戸町に最適なシステムを構築

している。具体的には、車両や運転手を自前

では確保せず、組合員である交通事業者の既

存資産をフル活用している。このような「戸

口から戸口へ」のサービスにより町民の交通

手段の利便性の確保、また町内の商業活性化

にも繋がっている。

既存事業者の資産等を活用しつつ、
公共性が担保できる仕組み
　事業の継続性や地域内での経済波及効果の

点から、他自治体の事例をそのまま導入する

ことは困難であると考えた。そこで、老人ク

ラブ会員や商業者、学校関係者、交通事業者

などからなる準備会を立上げ、先行自治体の

視察等も行いながら協議を重ね、デマンド型

交通に対する理解を深めつつ、並行して行政

と交通事業者からなるワーキンググループを

組織したこともあり、有限責任事業組合の可

能性を検討した。

　協議の結果、①地域の足としての交通機関

を存続させるため既存交通事業者のノウハウ

等を活用しつつ、行政も組合員となって事業

事業安定化のために、利用者利便性
を考慮しながら、常に工夫・改善を
　平成20年10月の設立であり来年度に10年

目を迎える。当初は存続期間を平成26年3月

31日までとし、株式会社化をめざしていたが、

平成31年3月31日に延長した。一戸町ではこ

のデマンド型交通を重要な公共交通機関と位

置づけており、デマンド型交通は継続の方向

ではあるが、現在抱える課題への対処やＬＬＰ

のメリット等を熟慮し、今後このままＬＬＰとする

か株式会社化するか検討する予定。

　デマンド型交通を継続的に運営するために

は事業安定化・収益改善は必至課題であるこ

とから、これまでの10年近い運用実績を踏ま

えて、限られた車両数運行体制のなかで路線

や時間・配車の変更など、利用者の利便性を

一番に考えると同時に効率性向上を図る工夫・

改善を続けていく。

事 業 内 容 今 後 の 活 動 方 針
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実施が可能な事業か確認
●組合契約を結ぶには、2人以上の組合員が必要です。

組合員は2人以上必要
●個人、法人（任意団体など法人格のない組織は、組合員にはなれません。）
●組合員のうち1人以上は、国内の個人、法人であることが必要です。（LLP法3）

組合員の資格を満たすか確認

●設立は3つのステップがあります。
　短期間、低投資での設立が可能です。

設立まで概ね20日間程度　  登録免許税は資本の7/1000

審査で概ね1週間程度　登録免許税6万円

参考 ： 株式会社設立の場合（※発起設立の場合）

1
STEP

2
STEP STEP

3
株式発行事項の

決定

4
発起人の
株式引き受け

1
発起人による
定款の作成

2
公証人による
定款の認証

5
取締役等の
選任

6
取締役等による
設立手順調査

7
設立登記
申請

3

1．総組合員の同意により、
　以下の項目を決定します。
（1） 絶対的記載事項（（ ）（（1 絶（1）絶絶対的絶対的記記載載的記載事事項載事項
　　（契約書に必ず記載が必要な事項です。）（（（契約書（契約書（契約書書にに必書に必書に必ず記記必ず記必ず記載載がが記載が記載が必要要なが必要なが必要なな事事項な事項な事項ですす項です項です。す。）す ）
　①組合の事業①①組①組組合のの組合の事事業業の事業業①①組①組組合のの組合 事事業業事業業
　②組合の名称②②組②組②組組合のの組合組合の名名称称名称の名称称称
　③組合の事務所の所在地③③組③組③組組合のの組合の組合の事事務務の事務の事務所の所務所の所務所の所所在在地所在地所在地地地地③③組組合のの事事務務所の所所在在地地
　④組合員の氏名又は名称及び住所④④組④組④組組合員員組合員組合 のの氏氏員の氏名又は氏名又は名 は名名称は名称名称称及び称及び称 び住住所所び住所び住所所所
　⑤組合契約の効力が発生する年月日⑤⑤組⑤組⑤組組合契契組合契組合契約約のの契約契約の効力が効力の効力がが発発生発が発生生するる生する年年月年月る年月日日日
　⑥組合の存続期間⑥⑥組⑥組組合のの組合の存存続続の存続期間続期間⑥⑥組⑥組組合のの組合の存存続続の存続期間続期間
　⑦組合員の出資の目的及びその価額⑦⑦組⑦組⑦組合員員組合員のの出出員の出資の出資の目的的及目的及及びそそ及びそび のの価価その価額額価額
　⑧組合の事業年度（何月から何月まで）⑧⑧組⑧組⑧組組合のの組合組合の事事業業事業の事業年度業年度業年度 何何月月（何月（何月から何何から何何月ま何月何月までで））まで）⑧⑧組組合のの事事業業年度 何何月月から何何月までで）
（2） 相対的記載事項（（（2 相（2）相（2）相相対的相対的相対的記記載載的記載的記載事事項載事項載事項

（記載は任意ですが、記載により効力が生じる事項です。）（（記載載は記載は任任意では任意でですががですが 記載載が 記載によより載により効効力がり効力がが生じが生じる事事項じる事項でです。項です ））
　①組合員の任意脱退に関する定め①①組①組組合員員組合員 任任員の任 脱退任意脱退退 関退 関関する定定る定①①組①組組合員員組合員のの任任員の任意脱退任意脱退退にに関退に関するる関する定定める定め
　②法定解散事由以外の解散事由 等②②法②法②法法定解解法定解法定解散散事事解散事解散事由以外事由以外事由以外外のの解外の解外の解解散事解散事解散事由由 等事由 等事由 等等等
（3） 任意的記載事項（（3 任（3）任任意的任意的記記載載的記載事事項載事項（3 任任意的記記載載事事項
（組合員の間で運営等に関し取り決めた事項を記（（（組合員（組合員（組合員員のの間員の間員の間間でで運間で運間で運営等等運営等運営等にに関関等に関等に関し取取りし取りし取り決めめり決めり決めたた事事めた事めた事項項を記事項を記事項を記記記記
載します。記載は任意です。）載載載載しまま載しま載します 記記ます。記ます 記載載はは記載は記載は任意意では任意では任意でですすです。です ））載載しまます 記記載載はは任意意でですす

2．総組合員が署名又は、記名押印します。
（（（（（LLP法4LLPPLLP法4P法4LLPP法4））

組合契約の作成

運営の基盤となる
契約を作成する

1．各組合員毎に契約に記載した金額を
　全額払込みます。
現物出資の場合は、出資財産全部の給付を行います。現現物物現物出出資の物出資のの場場合の場合合は合は 出資資財出資財財産産全財産全部部のの全部の給給付付の給付を行行いを行いいますいます。す

2．登記申請に向けて、振込みが確認可能な
　通帳のコピー等を準備します。

※出資金額は1円以上になります。※※出出資資※出資金金額資金額は 円は1円以以上上円以上になり上になりりますります。す。※※出出資資※出資金金額資金額は 円は1円以以上上円以上になり上になりりますります。す
※※※※現金だけでなく、現物資産（動産、不動産、有価証券等）、現現金金現金だだけで金だけででななくでなく、現現物く 現物資産産物資産（動動産産（動産 不不動産 不動動産産動産 有価価証有価証証券券等証券等）、等）
無形資産（特許等）の出資が可能です。無無形形無形無形資資産形資産形資産 特特許許（特許（特許等等 の許等）の許等）の出資資の出資の出資がが可資が可資が可能でです能です能ですすす。す無無形形資資産 特特許許等等 の出資資がが可能でですす

※労務出資はできません。※※※労労務務※労務※労務出出資務出資務出資はでできはできはでききませせきませきませんんせん。せん
（LLP法11）LL（（LLP法法法P法11））1）

出資金の全額払込み

契約上の義務を
履行する

1．事務所の所在地を管轄する
　法務局に登記を行います。

①効力発生登記申請書（サンプルはP29参照）①①①効効力①効力力発生力発生登登記記生登記申申請記申請書 ササ書（サンンプルサンプルルははPルはP29参P29参参照参照）
②組合契約書②②②組組合②組合合契契約合契約書書約書②②②組組合②組合合契契約合契約書書約書
③出資金の払込み証明書類③③③③出出資③出資③出資資金金の資金の資金の払払込込の払込の払込みみ証込み証込み証明書書類明書類明書類類類類
（サンプルはP30参照）（サ（サンププルンプルルはPルはP30参P30参照照）参照）（サンププルルはP30参照照）
④準備した通帳コピー④④④④準準備④準備④準備備したた備した備した通通帳た通帳た通帳コピピーコピコピー
⑤登記すべき事項を記録した磁気ディスク（FD、⑤⑤⑤⑤登登記⑤登記⑤登記記すすべ記すべ記すべべきき事べき事べき事事項項を事項を事項を記録を記録を記録したた録した録した磁磁気気た磁気た磁気デディス気ディス気デ スク（スク（ク（FDFDFD⑤⑤登登記記すすべべきき事事項項を記録したた磁磁気気デデ ク（FD
CD-R）CDCD-R）D R）

⑥印鑑届書⑥⑥⑥⑥印印鑑⑥印鑑⑥印鑑鑑届書鑑届書鑑届書書書
⑦印鑑証明書（全組合員）⑦⑦⑦印印鑑⑦印鑑鑑証明鑑証明書書（全明書（全全組組合全組合員員）合員）⑦⑦⑦印印鑑⑦印鑑鑑証明鑑証明書書（全明書（全全組組合全組合員員）合員）

2．登録免許税として6万円を支払います。
※組合員が※組※組合員員が合員ががが法人の場合は、「法人印鑑証明書」「登記事法法人法人人のの場人の場合は場合は、法法は「法人人印印法人印鑑鑑証証印鑑証明明書書証明書「登登書」「登記記事登記事
項証明書」項証項証項証証明明書証明書証明書書」書」書」「取締役会議事録」「職務執行者の就任承諾「取「取「取取締役取締役取締役会会議議役会議役会議事事録議事録議事録 職務」「職務」「職務務執執行務執行務執行行者の行者の行者の就就任任の就任の就任承承諾任承諾任承諾
書」「職務執行者個人の印鑑証明書」が別途必要となり書」書」職職務」「職務務執執行務執行者個個行者個人人のの個人の印鑑証の印鑑証証明明書証明書書 が別書」が別別途途必別途必必要要と必要とななりとなり書」書」職職務」「職務務執執行務執行者個個行者個人人のの個人 印鑑証印鑑証明明書書書 が別書」が別別途途必別途必必要要と必 とななりとなり
ます。ますますす。す

組合契約の効力発生の登記

登記を行い、
公知とする

● 業務」、「債権者に不当でないい業務「組合員の責任の限度を出資の価額とすることが適当でな
せん。（LLP令1,2）ができませんん当な損害を与えるおそれのある業務」は行うことがで

● の法令に基づく手続きが必要それぞれの法他の法令において許認可等が必要な場合、それ
です。

LLPの
 設立
 フロー
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「総組合員の同意」が運営の原則

総組合員の同意によって新たに組合員を加入させることができます。（ＬＬＰ法24）総総組総組合合員員組合員のの同同員の同意意に同意によっってよって新たたて新たにに組組たに組合合員組合員を加加入を加入入ささせ入させせるここせることとがでことがででききまできまますます。ＬＬＰ（ＬＬＰ法法2Ｐ法24）4）総総組総組合合員員組合員のの同同員の同意意に同意によっってよ て新たたて新たにに組組たに組合合員組合員を加加入を加入入ささせ入させせるここせることとがでことがででききまできまますます ＬＬＰ（ＬＬＰ法法2Ｐ法24）4）

加　入

特定の場合にのみ脱退することができます。特特定特定の場場定の場合合にに場合にののみにのみ脱退退す脱退すするるこすることとががことがでできまができまますす。ます

脱　退

解　散
次の事由の生じたときに解散することになります。次次の次の次の事由由の事由の事由のの生生由の生由の生じたたと生じたと生じたととききにときにときに解解散散に解散に解散すする散する散することとにことにことにになりになりになりまますりますります。
「目的たる事業の成功又はその成功の不能」「組合員が１人になったこと」「組合員に日本の居「目「目「目的たる的的たるる事事業事業る事業業のの成業 成業の成功又又成功成功又ははそそ又はそのの成成成その成功功の成功成功の不能能」不能」不能」組組合」「組合」「組合合員員が合員合員がが１人人人が１人にになな人人になったたこなったここと」」こと」組組合合「組合「組合員員にに合員合員に日本の日本に日本のの居居居の居
住者若しくは法人がいなくなったこと」「存続期間の満了」「総組合員の同意」「組合契約書に住住者住者若し者若しくは法しくは法法人人が法人ががいいながいななくなななくなっったたなったことと」こと」「存存続」「存続続期期間続期間間の満間の満了」満了」総総組組「総組合合員員組合員のの同同員の同意意「同意」「組組合合「組合契契約合契約書に書に住住者若しくは法法人人ががいいななくななっったたことと」「存存続続期期間間の満了」総総組組合合員員のの同同意意「組組合合契契約書に
定めた解散の事由の発生」（ＬＬＰ法37）定定め定め定めたた解解めた解めた解散散のの解散の解散の事事由の事由の事由の発発生の発生の発生生」（Ｌ生」（Ｌ生」（ＬＬＰ法ＬＬＰ法ＬＬＰ法法37法37法37））

清　算
解散の後であっても、清算の目的の範囲内において、清算が結了するまで組合は存続します。解解散解散の後後散の後ででああ後であ てもあ てもも、清清も、清算算のの清算の目的の目的の範範囲の範囲囲内内に囲内ににおおにおいて、清いて、清清算算が清算がが結結了が結了するる了するままででるまで組組合で組合は存存続は存続続ししま続しますす。ます。解解散解散の後後散の後ででああ後であってもあってもも、清清も 清算算のの清算の目的の目的の範範囲の範囲囲内内に囲内ににおおいにおいて、清いて 清清算算が清算がが結結了が結了するる了するままででるまで組組合で組合は存存続は存続続ししま続しますす。ます
（ＬＬＰ法38）（ＬＬ（ＬＬＰ法法3ＬＰ法338）38）

（LLP法39 55）LP法 55

①法定脱退（次の事由の発生時に脱退となる。「死亡」「破産手続開始の決定を受けたこと」①①法①法定脱法定脱退 次脱退（次次のの事次の事事由由の事由のの発発生の発生生時時に生時に脱退に脱退となな退となるる「なる「死死亡亡「死亡「破破亡」「破産産手手破産手続続開手続開始の決始の決決定定を決定をを受受けを受けけたたこけたこと」こと」①①法① 定脱脱退 次脱 （次のの事事由由のの発発生生時時に時 脱退脱 とななるる「「死死亡亡「 「破破」「 産産手手続続開続 始の決始 決決定定を決 を受受け受けたたこと」」
「後見開始の審判を受けたこと」「他の組合員より全員一致により除名されたこと」）「「「後後見見「後見「後 開始見開始始の審審判の審判審判判をを受判を受判を受受けけた受けた受けたたこととたことた と」「他他と」「他と」「他のの組組他の組他 組合合員組合員組合員よりり全より全より全全員員一全員全員一致に致に致によよりによりにより除名さ除名さ除名さされれたされたされたたことたことた と」）と」）と」）
　（ＬＬＰ法26,27）（（（ＬＬＰＬＬＰＬＬＰ法26法26法26,2776 276 277）7）

②任意脱退（やむを得ない場合及びLLP契約に特別に記載した脱退事由発生時にのみ認めら②②任②任②任意脱脱任意脱任意脱退退（や脱退（や脱退（ややむむをやむをやむを得得ななを得なを得ないい場場な 場ない場合合及及場合及場合及びLL及び及びLLP契契約契約LP契約約にに特約に特約に特特別に特別に特別に記記載載に記載に記載した脱載した脱載した脱脱退退事脱退事脱退事事由由発事由発事由発発生生時発生時発生時にのの時にの時にのみみ認認のみ認のみ認めめら認めら認めら
れている）（ＬＬＰ法25）　れれれていれているる）（）（いる）（ＬＬＰＰ（（ＬＬＰ法25法Ｐ法25））5）れれているる）（ＬＬＰＰ法25）

C社の債権者はCC社C社社のの債債社の債社 債権者は債権者は債権者はは
不動産（知的財産）不不動不動不動動産産動産（動産（知的的財知的財知的財財産産財産）財産）不不動動産産 知的的財財産産
の分割請求や強制のの分の分の分分割割請分割請分割請求やや請求や請求や強強制制や強制や強制制制
執行ができない。執執行執行行がで行ができきなできない。い

AAAAABBBBBBCCC LLLLLLLLLLPPPP

C社の債権者A社 B社 C社

事業用の事事事業業用用事業用のの用の事事業業用用のの
不動産（知的財産）不不不不動動産産不動産不動産（知知的産（知的産（知的財産産的財産的財産）産）産）

A社・B社・C社の共有名義で不動産（知的財産）を所有。A社社 BA社 B社社 CB社 C社社の共C社の共共有有名共有名名義でで名義で不不動で不動産 知知産（知的的財産知的財産産）をを産）を所有有。所有。。A社社 BA社 B社社・CB社 C社社の共C社の共共有有名共有名名義でで名義で不不動で不動産 知知産（知的的財産知的財産産）をを産）を所有有。所有
（有限責任事業組合契約に基づく土地である旨の明示）有有限限（有限責責任事限責任事事業業組事業組合契契組合契約約に基契約に基基づづく基づく土土地地く土地であある地であるる旨ののる旨の明明示示の明示）

1

解散

2
解散・清算人
の登記 

3
財産目録等の
作成と組合員
への通知

4
債権者に対する
公告、催告と
債務の弁済

5
残余財産
の組合員
への分配

（LLP法39～55）LLLP法法LP法3 ～559 555）（（

6
清算結了
の登記

法定脱退
任意脱退

持分の
払い戻し

会計帳簿の
作成・写しの交付

組合契約書
の変更

組合員
変更の登記

※出資の全部を履行するまで、組合員となれません。※出資の全部を履行すするまで 組合合員とななれませんん

総組合員
の同意

組合契約書
の変更

まで、組合員となれません。まで 組まで 組合合員と組合員とななれまとなれませんんません

会計帳簿の
作成・写しの交付

新組合員の
出資の履行

※出資の全部を履行する※出※出資の全出資の全部を履全部を履行すす履行するるまるるるま

組合員
変更の登記

組合員の加入と脱退

組合財産の管理

組合の解散と清算

LLPは、組合契約に基づき、組合員全員がそれぞ れの個性や能力
を活かしながら、共通の目的に向かって主体的に 組合事業に参画
する制度です。業務執行の決定は、原則、総組合 員の同意で行い、
全員が業務執行しなければなりません。　　　 （LLP法12,13）

組合財産は、自由に分割することや持分を処分することが出来組合組合財財産産合財産は 自産は、自由由に自由に分割割す分割すするこすることとや持ことや持持分分を持分を処分分を処分すする分することがことが出出来来が出来来組合組合財財産産合財産は 自産は 自由由に自由に分割割す分割すするこすることとや持ことや持持分分を持分を処分分を処分すする分することがことが出出来来が出来来 ない組合員全員の合なないいない組合い組合員全全員員全員員のの合員の合合合なないいない組合い組合員全全員員全員員のの合員の合合合
有財産です。このため、組合員固有の債権者は差押えすること有財有財産産でで財産です こです こののたたこのため 組組ため 組合合員員組合員固有の員固有のの債債権の債権権者は権者は差差押押は差押えすするえするることとることと ができません。ががでができまませきません。せん

※LLP自体が不動産の登記名義人になることはできません。た※L※LLP自自LLP自体が不体が不不動動産不動産の登登産の登記記名義登記名義義人人に義人になるるになることとはることははでききはできまませんきませんん。たたん たた だし、合有であることだだしだし 合合有有合有ででああ有であることあることとと
を示すため、不動産の登記では、共有物分割禁止の登記を行ををを示示すすを示すを示すため、すため、すため 不不動、不動不動産のの登産の登産の登登記記で登記で登記ではは、共では、共では 共共有物物共有物共有物分分割割物分割物分割禁止止の禁止の禁止のの登登記の登記の登記をを行行記を行記を行行行を示示すすため 不不動産のの登登記記ではは 共共有物物分分割割禁止止のの登登記をを行行 い、また、知的財産（特いい まい、まい またた、知また、知また 知知的財知的財知的財産産（特財産（特財産（特特特特いい またた 知知的財産産（特特
許、実用新案、意匠、商標）では登録原簿において、ＬＬＰ契約許許 実実用許 実用用新新案用新案 意意匠案 意匠匠、商商匠 商標）でで商標）ではは登では登録原原簿録原簿簿にお簿においいてておいて ＬＬＰて ＬＬＰ契契約約Ｐ契約約 に基づにに基に基づづくくくく共有であるこ共共有有でで共有であるこであるこここ
との記載ができます。とととのの記記との記との記載ががで記載がで記載がでできまできまできますすます。ます

※組合財産は、自己の固有財産及び他の組合の財産と分別して※組組※組合合財財組合財産は、財産は 自己の自己のの固固有の固有有財産産有財産及及び他産及び他他のの組他の組組合のの組合の財財産産の財産と分分別産と分別別してて別してて※組組合合財財産は 自己のの固固有有財産産及及び他他のの組組合のの財財産産と分分別別してて 管理しなくてはいけま管管理理管理しななくしなくててははくてはいけけまはいけままま管管理理しななくててははいけけまま
せん。（ＬＬＰ法20）せせせんん。（せん。（せん（ＬＬＰ（ＬＬＰ（ＬＬＰ法20法20法200）0）

「総組合員の同意」が運営の原則

実務編02

LLPの
 運営 A社

得意なコトを分担し、一つの目標に向かって
チカラを合わせるLLP。

B社

C社
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実務編03

☆組合事業に係る事業所得等の必要経費不算入損失額の計算書
http://www.nta.go.jp/tetsuzuki/shinsei/annai/shinkoku/annai/1557_2.htm

☆有限責任事業組合の組合事業に係る事業所得等の所得計算の説明書
http://www.nta.go.jp/tetsuzuki/shinkoku/shotoku/tebiki2007/index.htm

「有限責任事業組合に係る組合員所得に関する
計算書」の作成・提出
（所法227の2）
（所規96の2、別表第七（二））

LLPの計算期間終了日の属する年の翌年1月末
までに所轄税務署長に提出
（サンプルはP31参照）

合員への会計帳簿の写 しの交付
（LLP法29）

確定申告時にLLPから分配された損益を他の所得と
合算して税務申告
<各種書類（明細書等）を添付>

個人組合員
（措法27の2、措令18の3、措規9の8）
法人組合員
（措法67の13、措令39の32、措規22の18の3） 税

務
当
局

組合員
A

組合員
B

組合員
C

会計帳簿の作成（LLP規
財務諸表の作成（LLP規5章）
•貸借対照表
•損益計算書
•附属明細書

4章）

組合員全員で損益分配の割合に関　　する書面を作成
（LLP規36）
（サンプルはP34参照）

出資比率によらない損益分配の　　場合

会計帳簿を作成した 組合員

組合
A

組合員

組合

LLP

LLPの
会計と
 税務

月以内に作成し、
組合員へ交付する
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出資総額が
300万円以上
の場合

出資総額が
300万円未満
の場合 ※法人組合員の組合損失額がその調整出資金額を超えた場合の組

合損失超過額は、翌事業年度以降の組合利益額の範囲内で損金の
額に算入できます。法人組合員にのみ認められる措置です。
（措法67の13、措令39の32、措規22の18の3）

LLP事業から生ずる利益等の  　帰属

LLP事業から生ずる利益・損失金額は、　 　各組合員に直接帰属します

損失の場合の調整出資金額とは？

各組合員に帰属する利益・損失金額は　 　LLPの計算期間を基として計算します

①総組合員の同意により、出資比率と異なる損益分配の割合を定めることが可能です。
（LLP規36）ただし、その合理的理由について記載しなければなりません。（サンプルはＰ３４参照）

② 他の所得との損益の合算を行います。
 合算する時期は、LLPの計算期間と関連します。
 LLP事業所得が損失（赤字）の場合には、調整出資金額という制限があります。

組合財産の分配制限とは？

分配可能額を超えて分配することは
出来ません。

組合員に帰属するLLP事業の損失は、調整出資金額を
超える部分を損金又は必要経費に算入することはできません。

LLPの利益

100

LLPの計算期間

個人組合員Aの計算期間

法人組合員Bの計算期間

（40％出資）（（

①損益の分配

組合員A
（60％出資）

60

40

③組合員の所得

70

100

②損益の合算

60 10

40 60

6/1/ 5/31

1/1/ 1/1/ 12/31/

×22///44//1 ×33//33/// //313

ア

イ

ウ

LLP計算期間が4/1～3/31の場合のLLP事業から生ずる利益・損失金額の計算期間

●個人組合員Aの場合、LLP計算期間の終了する日（ ）の属する年分（  ）の各種所得の金額の計
算上総収入金額又は必要経費に算入する。

●法人組合員Bの場合、LLP計算期間の終了の日（  ）の属する当該法人の事業年度（ ）の益金の
額又は損金の額に算入する。

ア

ア

イ

ウ

資産額から負債額を控除したもの
が純資産額（組合員の出資総額と
剰余金相当額を加えた額）となり
ます。

●剰余金相当額を超えて（★の部分）
分配する場合には、総組合員の同意
が必要で、組合契約書へ記載します。
（LLP規39）

●純資産額から300
万円を控除した額が
分配可能となります。

出資総額によって分配可能額が異なります。

賃借対照表（BS）

純資産額額

資産

負債

累積利益金

出資総額

出資総額

前々期

前期

前々期

前期累積利益金 分配可能額

出資総額
純資産額額

300万円

純資産額

累積利益金
分配可能額

出資総額

●純資産額から出資総額を控除した額が
分配可能となります。

（LLP法34、LLP規37,38）

LLP事業
による所得

LLPからの
分配額

調整出資金

各組合員毎の計算 調整出資金

（措法27の2、措令18の3、措規9の8）

☆調整出資金（個人組合員）
様式「平成○年分の有限責任事業組合の組合事業に係る所得に関する計算書」
http://www.nta.go.jp/tetsuzuki/shinsei/annai/shinkoku/annai/1557_2.htm

☆調整出資金（法人組合員）
様式「組合事業等による組合等損失額の損金不算入又は組合等損失超過合計額の
損金算入に関する明細書」
http://www.nta.go.jp/tetsuzuki/shinsei/annai/hojin/shinkoku/01.htm

出資総額 LLP事業による
所得の合計額

LLPからの
分配額の合計額＋ －

LLP事業
以外の所得

実務編04

組合員の
会計と
 税務
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１． 名　　　　　　称 ○○有限責任事業組合

１． 主 た る 事 務 所 ○○県○○市○○町○○丁目○○番○○号

１． 登　記　の　事　由 平成○○年○○月○○日組合契約の効力の発生由

１． 登 記 す べ き 事 項 別添FD（又はCD-R）のとおり

１． 登　録　免　許　税 金６万円税

１． 添　 付　 書　 類

   ・ 組合契約書 １ 通

   ・ 出資払込金受入証明書 ○ 通

   ・ 印鑑証明書 ○ 通

   ・ 登記事項証明書 ○ 通

   ・ 取締役会議事録 １ 通

   ・ 就任承諾書 １ 通

   ・ 委任状 １ 通

上記のとおり登記申請をします。

　　平成○○年○○月○○日

　　　　　　　○○県○○市○○町○○丁目○○番○○号

　　　　　　　　　　　申請人　　　　○○有限責任事業組合

　　　　　　　○○県○○市○○町○○丁目○○番○○号

　　　　　　　　　　　組合員　　　　○○○○　　印

　　　　　　　○○県○○市○○町○○丁目○○番○○号

　　　　　　　　　　　上記代理人　　○○○○　　印

　　○○法務局（地方法務局）　

　　　　○○支局（出張所）御中

有限責任事業組合契約効力発生登記申請書

実務編05 LLPの関連資料等

サンプル

平成○○年○○月○○日

当組合の組合契約の効力発生に係る出資について、平成○○年○○月○○日までに、次のとおり金銭
による出資の全部の払込みを受けたことを証明します。

払込みを受けた金額の総額　　 金○○円

○○県○○市○○町○○丁目○○番○○号
○○有限責任事業組合
　　　　組合員　　○○○○　　　印

証　明　書

当
によ

サンプル

財　産　引 継　書

私所有の上記不動産を現物出資として給付します。

平成〇〇年〇〇月〇〇日

　○○県○○市○○町○○丁目○○番○○号
　○○有限責任事業組合
　　組合員　○○○○殿

現物出資の目的たる財産の表示

印

１ ○○県○○市○○町○○丁目○○番○○号
宅地 ○○平方メートル

　　　　この価格金○○円

2 ○○県○○市○○町○○丁目○○番○○号
家屋番号 ○○番○○号
事務所　 鉄筋コンクリート造陸屋根2階建
1階 ○○平方メートル
2階 ○○平方メートル

　　　　この価格金○○円

　○○県○○市○○町○○丁目○○番○○号

　　　　　　　　　　○○○○

現
サンプル

※法人の組合員がいない場合は、「登記
事項証明書」「取締役会議事録」「就任
承諾書」が不要となります。
法人の組合員がいる場合の詳細説明
はP33 を参照。

※磁気ディスクの作成方法については、
以下を参照下さい。
http://www.moj.go.jp/MINJI/
MINJI50/minji50.html

※代理人によって申請しない場合には、
記載不要となります。

※代理人によって申請しない場合には、
「委任状」が不要となります。

以下のものが該当します。
①払込金融機関が発行する出資払込金受入証明書
②組合員作成の払込みの全部の履行を証する書面に「取引明細表等当該銀行等が作成した書
面」又は「当該銀行等における口座の預金通帳の写しのいずれかを合てつしたもの」

（下のサンプル参照）

●金銭出資の場合
●有限責任事業組合契約効力発生登記申請書

出資の目的である財産の引継書等が該当します。
●金銭以外の財産を出資の目的とした場合

☆有限責任事業組合契約に関する登記手続 http://www.moj.go.jp/MINJI/minji93.html
☆投資事業有限責任組合契約及び有限責任事業組合契約登記規則　http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H10/H10F03201000047.html
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実務編06 LLPの関連資料等

●有限責任事業組合等に係る組合員所得に関する計算書
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有限責任事業組合等に係る組合員所得に関する計算書
（自　　年　　月　　日　至　　年　　月　　日）

組　合　員

組　　　合

住所（居所）又は所在地

氏 名 又 は 名 称

主たる事務所の所在地

名 称

有限責任事業組合の会計帳簿を作成した
組合員又は投資事業有限責任組合の業務を
執行する無限責任組合員の氏名又は名称

年　　月　　日作成

組 合 事 業
の 内 容

出 資 の 価 額
の 合 計 額

収 益 の 額 及 び
費 用 の 額

資 産 の 額 及 び
負 債 の 額

当 該 組 合 員 分

全 組 合 員 分

交付年月日 分　配　額 備　考

千　　 円

千　　 円千　　 円

％

千　　 円

千　　　　  円

当 該 計
算 期 間
に お け
る 分 配
額

各計算期間における
分 配 額 の 合 計 額

出 資 の 目 的

損 益 分 配 割 合

収 益 及 び 費 用 の 内 訳 資 産 及 び 負 債 の 内 訳

収 益 及 び 費 用 の 明 細 資 産 及 び 負 債 の 明 細

資産の合計－負債の合計

（摘要）

整　　理　　欄 ① ②

合　　　　計

合　　　　計

収

益

費

用

資

産

負

債

･ ･
･ ･
･  ･

備　考

☆ 有限責任事業組合等に係る組合員所得に関する計算書
 （所法227の2　所規96の2）

http://www.nta.go.jp/tetsuzuki/shinsei/annai/hotei/annai/23100076.htm
 http://www.nta.go.jp/shiraberu/zeiho-kaishaku/tsutatsu/kobetsu/hotei/000601/01.htm

１　この計算書は、有限責任事業組合契約に関する法律第３条第１項に規定する有限責任事業組合契約（以下この表において「組合契
約」という。）によつて成立する同法第２条に規定する有限責任事業組合（以下この表において「組合」という。）について使用することとし、
会計帳簿を作成した組合員（同法第29条第３項に規定する組合員をいう。）は、各組合員（法第227条の２に規定する各組合員をいう。以
下この表において同じ。）の当該組合に係る計算期間（有限責任事業組合契約に関する法律第４条第３項第８号の組合の事業年度の期
間をいう。以下この表において同じ。）ごとに作成すること。

２　この計算書の記載の要領は、次による。
（1） 「住所（居所）又は所在地」の欄には、この計算書を作成する日の現況による住所若しくは居所（国内に居所を有しない者にあっては、国

外におけるその住所。（9）ロ及びハにおいて同じ。）又は本店若しくは主たる事務所の所在地を記載すること。
（2） 「出資の価額の合計額」の欄については、次により記載すること。
イ　「出資の価額の合計額」の「当該組合員分」の欄には、当該計算期間の終了の時までに当該組合員が当該組合契約に基づいて
有限責任事業組合契約に関する法律第11条の規定により出資をした同条の金銭その他の財産の価額で同法第29条第２項の規定
により当該組合の会計帳簿に記載された同項の出資の価額（以下この表において「出資の価額」という。）の合計額に相当する金額
を記載すること。

ロ　「出資の価額の合計額」の「全組合員分」の欄には、当該計算期間終了の時までに当該組合の各組合員が履行した出資の価額の
合計額に相当する金額を合計した金額を記載すること。

（3）  「出資の目的」欄には、当該組合員に係る有限責任事業組合契約に関する法律第４条第３項第７号の出資の目的を記載すること。
（4） 「当該計算期間における分配額」の「分配額」の項には、当該計算期間における当該組合が当該組合員に交付した金銭その他の資

産に係る有限責任事業組合契約に関する法律第35条第１項に規定する分配額（以下この表において「分配額」という。）のうち当該組
合員に交付した部分に相当する金額を、「備考」の項には、当該分配をした資産の種類をその交付した年月日ごとに記載すること。

（5） 「各計算期間における分配額の合計額」の欄には、当該計算期間の終了の時までに当該組合が各組合員に交付した分配額のうち当
該組合員に交付した部分に相当する金額の合計額を記載すること。

（6） 「損益分配割合」の欄には、当該組合員に係る有限責任事業組合契約に関する法律第33条に規定する損益分配の割合を記載するこ
と。

（7） 「収益及び費用の明細」の「収益及び費用の内訳」及び「収益の額及び費用の額」の項には、当該計算期間における当該事業組合の
損益計算書に計上されている収益及び費用の内訳並びに当該組合員に係る当該収益及び費用の額に相当する額を記載すること。

（8） 「資産及び負債の明細」の「資産及び負債の内訳」及び「資産の額及び負債の額」の項には、当該計算期間の終了の日における当該
組合の貸借対照表に計上されている資産及び負債の内訳並びに当該組合員に係る当該資産及び負債の額（有限責任事業組合契約
に関する法律第36条の資産の額及び負債の額をいう。（8）において同じ。）に相当する額（当該組合員が当該計算期間の中途において
当該組合を脱退した組合員である場合には、当該脱退した日の直前における当該組合の貸借対照表その他これに類するものに計上さ
れている資産及び負債の内訳並びに当該資産及び負債のうち当該脱退した組合員に係る当該資産及び負債の額に相当する額）を記
載すること。

（9） 次に掲げる場合には、「摘要」の欄にそれぞれ次に掲げる事項を記載すること。
イ 当該計算期間の中途において当該組合員が当該組合に加入した場合　その旨及びその加入した日
ロ　当該計算期間の中途において当該組合員が当該組合を脱退した場合　その旨、その脱退した日並びに当該脱退が地位の承継に
よるものである場合には当該組合員からその地位の承継をした組合員の氏名又は名称及び住所若しくは居所又は本店若しくは主た
る事務所の所在地
ハ　当該計算期間の中途において当該組合員が当該組合契約を締結していた組合員からその地位の承継をした場合　その旨、その
承継をした日、当該組合契約を締結していた組合員の氏名又は名称及び住所若しくは居所又は本店若しくは主たる事務所の所在
地、その承継をした日の直前における当該組合の貸借対照表（これに類するものを含む。）に計上されている有限責任事業組合契約
に関する法律第36条の資産の額から負債の額を控除した金額並びに当該組合契約を締結していた組合員が履行した出資の価額
の合計額

ニ 当該計算期間の中途において当該組合員の損益分配割合に変更が生じた場合　その旨、その変更のあつた日及びその変更の事
由

ホ　当該組合員の納税管理人が明らかな場合　当該納税管理人の氏名及び住所又は居所
へ 当該組合員が非居住者又は外国法人である場合　

3　 合計表をこの様式に準じて作成し添付すること。
○非非



実務編07 LLPの関連資料等

サンプル
組合員の損益分配の割合に関
する別段の定めをする場合に
は、様式第一により書面を作
成し、組合員の全員がこれに
署名し、又は記名押印しなけ
ればならない。（LLP規36）

●組合員の損益分配の割合に関する書面

関連法令等
☆有限責任事業組合契約に関する法律

http://law.e-gov.go.jp/announce/H17HO040.html

☆有限責任事業組合契約に関する法律施行令
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H17/H17SE269.html

☆有限責任事業組合契約に関する法律施行規則
http://law.e-gov.go.jp/announce/H17F15001000074.html

☆民法（組合他準用）
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/M29/M29HO089.html

☆LLPに関する40の質問と40の答え（FAQ）
http://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/keizaihousei/llp_seido.html

凡　例

詳細を確認したい時は…

有限責任事業組合に関する法律
有限責任事業組合契約に関する法律施行令
有限責任事業組合契約に関する法律施行規則
所得税法
所得税法施行規則
租税特別措置法
租税特別措置法施行令
租税特別措置法施行規則

LLP法
LLP令
LLP規
所　法
所　規
措　法
措　令
措　規

正式名称 略　称

●職務執行者の選任に関する書面

※法令条文は2010年2月末時点による。
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則として取締役会議事録が必要です。ただし、例外的に取締役会議事録以外の書面が認
められる場合があります。

※1 「当該職務執行者は“重要な使用人”に当たらない」旨の代表取締役の上申書等が考えられる。
※2 代表取締役が選任する方法や、職務執行者の選任につき取締役会等による委任を受けた取締役が選任する方法等が考えられる。

職務執行者が会社法第362条第4項第3号の「重要な使用人」に該当するか否かについては、以下の経済産業省公表のQ&Aを参考として下さい。
※「問41．株式会社が組合員の場合、職務執行者の選任には取締役会決議が必要ですか。」
http://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/keizaihousei/llp_seido.html

取締役会設置会社

合同会社

取締役会設置会社
でない株式会社

職務執行者が会社法第362
条第4項第3号の「重要な使用
人」に該当する場合

職務執行者が会社法第362
条第4項第3号の「重要な使用
人」に該当しない場合

取締役が2名以上の場合

取締役が1名の場合

社員が2名以上の場合

社員が1名の場合

取締役会議事録

○職務執行者が会社法第362
条第4項第3号の「重要な使
用人」に該当しないことを証
する書面 ※1
○職務執行者を選任したことを
証する書面 ※2

取締役の過半数をもって選任し
たことを証する書面

当該取締役によって選任したこ
とを証する書面

社員の過半数をもって選任した
ことを証する書面

当該社員によって選任したこと
を証する書面

法人組合員 職務執行者の選任に関する書面

様式第一

組合員の損益分配の割合に関する書面

平 成　　　年　　　月　　　日

平 成　　　年　　　月　　　日

出  資  の  割  合  損  益  分  配  の  割  合

%  %

%  %

%  %

%  %

%  %

組合員：

組合員：

組合員：

組合員：

組
合
員
全
員
の
署
名
又
は
記
名
押
印

組 合 の 名 称

組 合 員 名

損 益 分 配 の

割 合 の 理 由

適用開始の年月日

作 成 年 月 日




